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子どもが大切にされるまち
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項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

会年職
員等

3人

会年職
員等

1人

会年職
員等

1人

会年職
員等

0.1人

会年職
員等

2人

会年職
員等

2人

4,559,570千円

R3その他職員
従事割合

1.23 人

R2目標 R2実績

128,631千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

134,313千円

一人当たりの支給額
（助成金額÷対象者数）

①交付件数（対象者数）

②医療費助成件数

③医療費助成金額

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 99.2%

会年職
員等

新規登録申請はしているが、書類不備により、
登録が保留となっている助成対象者がいるた
め。

①4,138

②479,209

③

3人

R2予算現額 R2決算額

860,358千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

994,220千円

935,183千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

1,510円

R2その他職員
従事割合

1,390円1,800円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①延べひろば利用者数

②利用者満足度

7,270千円

会年職
員等

0.9 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

35,124千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

34,720千円

SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

優先

こども支援センター
運営事業（子育て
支援）

法定受託＋附加

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務

R2正規職員
人件費

指標名 目標設定の考え方・根拠

利用者満足度

R3実績

R2目標 R2実績

100.0%

月に数回利用している方の内、評価が「どちらで
もない」との回答があったため。

R3目標値が未達成の理由・分析

少子化や核家族化の進行による地域のつながりの希
薄化から、相談相手がおらず育児への不安を抱えて
いる親を支援するため、4歳未満の乳幼児を対象とし
た子どもを安心して遊ばせることのできる場を提供し、
子どもと保護者が交流する場の運営を行うことで、保
護者同士で育児についての相談や交流ができる環境
づくりを行うものである。

0.89 人

6,384千円

35,162千円

35,917千円

R3年度に改善した点

利用者が安心して遊ぶことのできる場の提供が当該
事業の目的であるため、利用者満足度を指標とする。 利用者が遊びに来館した際に相談できる、

相談の場を増やした。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

安全管理を徹底し、施設運営の質の向上
を目指していく。

B

概ね目標を達成できているが、今
後も利用者アンケートを活用し、利
用者の意見を参考にして、充実を
図る。

根拠法令

99.4%

①41,907人

②99.28%

R3目標

100.0% 99.3%

所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容

期間 0.80 人 R4目標

H28～ 100.0%

R2目標

100.0% 99.0%

R3目標 R3実績

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

R4目標

指標名

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

12,987千円

根拠法令

子ども医療費助成
事業

所沢市子ども医療費の助成に関する条例 1,096,318千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A
R2実績

重要 自治事務 法定受託事務
①受給者証交付件数

②医療費助成件数

③

登録率
（登録者数÷助成対象者数）

法定受託＋附加

概ね目標を達成しているが、書類
不備により登録が保留となってい
る方へは、引き続き通知等を行うこ
とが必要である。
市民課や生活福祉課などの関係
各課と連携を取り、新規対象者に
ついては案内漏れが無いように注
意する。

R3年度に改善した点

全ての助成対象者が、等しく医療費助成を受ける事を
目標とするため、登録率を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の利用促進啓発を強化した。
また、医療費抑制を目的として、健康推進
及び適正受診を呼びかける案内を配布し
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

事業の目的及び具体的な内容

医療費の助成を行うことにより、子ども（0歳から中学3
年生まで）の保健の向上と福祉の増進、子育て家庭
の経済的負担を軽減するとともに、子育てを支援する
ことを目的とする。

1.59 人

期間 1.73 人

S47～ 13,805千円

R2正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H4～

事業の目的及び具体的な内容

母子家庭、父子家庭、両親のいずれかが障害者の家
庭等における養育者とその児童（0歳から高校3年生
まで）の医療費助成を行うことにより、ひとり親家庭等
の生活の安定と自立を支援し、子どもの保健の向上と
福祉の増進を図ることを目的とする。

1.79 人

重要 149,829千円

所沢市ひとり親家庭等の助成に関する条例 145,727千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

ひとり親家庭等の
医療費助成事業

根拠法令

R3年度に改善した点

増え続ける医療費の削減を図ることを目標とす
るため、一人当たりの支給額を指標とする。

医療費の削減を目指し、ジェネリック医薬
品の活用等の啓発や、健康増進及び適正
受診を呼びかける案内を配布した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

受給者に対し、適正受診の案内やジェネ
リック医薬品の活用等のさらなる啓発活動
を行う。
事務負担に対して、引き続き一部負担金
の審査支払業務の委託を行い、事務量の
増加を抑制する。

目標設定の考え方・根拠

A

目標は達成できた。引き続き受給
者に対して、適正受診を呼びか
け、全体的な支給額の軽減を図る
ための啓発が必要である。

R3実績

30,000円 29,524円

R4目標

30,000円

14,621千円

9,815千円

R3正規職員
人件費

指標名

30,630千円
①22,896人
②4,549,295千円
③31,821千円
（過年度子育て世帯への臨時特別
給付金補助金返還金の3,216千円を
含む）

1,800円

R4目標

①4,326人

②49,919件

③127,722,663円

R3目標

法定受託＋附加 5,332,962千円

適正な支給を行った。
職員の事務負担については、事務
改善を検討し、さらなる時間外の削
減を目指す。

受給者1名当たりの事務経費
（正規職員人件費を含む事務経費÷受給
者数）

児童手当法を遵守し、正確かつ適正な事務を行
う。

父母その他の保護者が子育てについての第一義的
責任を有するという基本的認識のもとに、0歳から中
学3年生の児童を養育している者に児童手当を支給
することにより、家庭等における生活の安定に寄与す
るとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に
資することを目的とする。

21,546千円

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

30,000円 28,313円

法定受託事務

211
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

児童手当支給事業

根拠法令

児童手当法

重要 自治事務

R3年度に改善した点

所得の一括照会の活用や事務作業の見
直しで、事務作業を更に軽減できた。

R3目標 R3実績

R2目標

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き、児童手当法を遵守し、手当の適
正な支給事務を行っていく。

4,873,328千円

①2月末現在受給者数

②年間手当支給総額

③正規職員人件費を含む事務
経費

一
般 3.75 人

1,500円

R2予算現額 R2決算額

5,053,960千円

期間 2.70 人

H24～

期間

どのように貢献したか

所得限度額を下回るひとり
親に対し、適正に受給資格
を認定し、医療費助成を
行った。

どのように貢献したか

児童手当の受給者に適正
に手当を支給した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子ども医療の受給資格者
に対し適正に資格を認定
し、医療費助成を行った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

21,451千円

R3その他職員
従事割合

1.9人

2,469千円

会年職
員等

1.9人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

会年職
員等

0人

0.64 人

R2予算現額 R2決算額

1,947千円

138,573千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

25,601千円

R3予算現額

6,783千円

0.85 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

100.0%

目標達成済

①絵本引き換えチケット配布数

②絵本交換数

③読み聞かせ実績

絵本引き換えチケット配布割合

R3正規職員
人件費

R4目標

R2決算額

1,457千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,452千円

R3年度に改善した点

212
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

施設によって利用者数が偏ってしまう傾向
がある。新型コロナウイルス感染症防止策
を徹底しつつ、リーフレットやポスターの掲
載などに加えて広報での周知など、市民
の方により情報を周知できるように努め
る。

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

病児・病後児保育
事業

期間

所沢市病児・病後児保育事業実施要綱

重要 自治事務 法定受託事務

A

新型コロナウイルス感染症の影響
もあり、利用人数は少ない状況が
続いているが、徐々に戻りつつあ
る。今後も感染症防止策を徹底し、
引き続き市内3施設において病児
保育を実施し、安心して子育てでき
る環境を提供する。

R3年度に改善した点

①病児保育利用者

②病後児保育利用者

③

病児・病後児保育利用定員数
保護者の子育て支援を目的に3施設合わせた1日の利
用定員数の充実を図る。

押印省略の要綱改正に伴い、病児保育事
業の利用申請書を押印省略のものに更新
した。

R2目標

指標名

R4目標

法定受託＋附加 30,373千円

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

30,373千円

R2正規職員
人件費

12人

12人 12人

5,554千円
①220人

②51人

③

R3目標 R3実績

0.38 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

0人

期間

重要 自治事務 法定受託事務

H9～ 3,032千円

所沢市一般型一時預かり事業実施要綱 169,992千円

12人

事業の目的及び具体的な内容

①年間延べ利用児童数

②

③

指標名

根拠法令

病気又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な
時期の乳幼児を一時的に預かる事業。これによって、
保護者の子育てと就労の両立を支援することを目的と
する。市内に住所を有する、小学校3年生までの児童
が対象。保護者負担金は児童１人当たり日額2,000円
（飲食代別）。

0.68 人 12人

目標設定の考え方・根拠

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2実績

保育園等を利用していない家庭での、保護者の就労
形態や生活様式の変化により、一時的な保育の需要
が高まっているため、施設数の充足を図る。

一般型一時預かり事業実施園

R3目標値が未達成の理由・分析

140,528千円

R2予算現額 R2決算額

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

法定受託＋附加 142,351千円

令和３年度に新設された認可保育所にお
いて一時預かり事業を開始し、施設数の
充足を図った。

R2目標

①21,005人

②

③

R3目標 R3実績

R4目標

28園30園
全国的な保育士不足による保育従事者の
確保が課題となっている。専門研修を修了
した子育て支援員の配置など、柔軟な職
員配置により供給量を確保できるように、
実施施設に打診していく。

31園

0.44 人

B

全国的な保育士不足の影響で一
時休止となった園があり、目標値
が未達成となった。一時預かりの
保育需要は今後も一定数あると考
えるため、施設数の維持に努め
る。27園

保育所等を利用していない家庭において、就労・日常
生活の突発的な事情等により、一時的に家庭での保
育が困難となる場合や、育児に伴う心理的・肉体的な
負担を軽減するために、保育所等において児童を一
時的に預かる事業で、安心して子育てができる環境を
整備することを目的とする。

5,228千円

2,437千円
①相談件数

②運動あそび参加人数

③

H27～ 3,511千円

一般型一時預かり
事業

A

相談件数は目標達成ができてい
る。利用者の子育てに関する困り
感に適切な支援ができるよう努め
る。

900件 1,071件

全国的な保育士不足の影響で保育従事者の確
保が困難となり、一時休止となった園があったた
め。

R2目標

R3目標値が未達成の理由・分析

30園

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

R3年度に改善した点

R3目標 R3実績

利用者の必要に応じた、相談や助言を行う為、相談件
数とした。

基本型、特定型、母子保健型で担当者連
携会議を行い、取り組み状況や利用者の
情報提供に努め適切な関係機関に繋げ
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,033件

相談件数

常に新しい情報収集に努め、利用者に正
確な情報を提供する。ひろばに出向き、よ
り相談しやすい雰囲気や気軽に声掛けが
できる体制をつくる。

目標設定の考え方・根拠

10,128千円
①1,071人

②236人

③

900件

1.31 人

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要 自治事務 法定受託＋附加

指標名

900件

R4目標

ところっこ子育てサポート事業実施要綱

1.24 人

10,454千円

法定受託事務

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,962千円

ところっこ子育てサ
ポート事業

期間

H27～

子育て家庭のニーズより、教育・保育施設や地域の子
育て支援事業の情報提供及び子育てについての相
談・助言など、利用者の必要に応じた支援を行う。子
ども支援情報を総括した冊子の配布、広報、ホーム
ページ等により告知を行い参加者を募り、教授および
研究室の学生等が講師を務め運動遊びの紹介を行
う。子どもたちの成長における正しい生活リズムを身
に付けることの大切さを知ってもらう。

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

一時預かり事業を実施し、
安心して子育てできる環境
をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

病児・病後児期にある子の
預かりを実施し、安心して
子育てできる環境をつくっ
た。

ところっこ親子ふれ
あい絵本事業

根拠法令

7,270千円

211
こど
も支
援課

事業の種別

一
般

チケットを対象者に配布し、地域の
子育て支援施設や図書館へつなぐ
機会を提供することができた。ま
た、緊急事態宣言中など感染状況
が著しい期間は読み聞かせは中
止し、チケットの配布のみを行う期
間もあったが、感染症防止対策を
行いながら可能な範囲でボランティ
アによる読み聞かせを行うことがで
きた。
今後も新型コロナウイルスの感染
状況に留意しながら、絵本の読み
聞かせとチケットの配布を行い、親
子のふれあいの大切さを伝えてい
く。

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症の影響で、健診時の絵本
の読み聞かせが実施出来た回と実施出来なかった回
が生じたため、対象者へのチケット配布割合を指標と
する。

R2年度は読み聞かせが実施できなかったが、
新型コロナの状況を踏まえながら、通常は読み
聞かせをボランティアが行い、まん延防止重点
措置期間は職員だけで対応した。入口で検温と
手指消毒、読み聞かせ時は不織布マスクとフェ
イスシールドを使用し、一組終わる度に手すりと
椅子をアルコールで消毒するなど、感染対策を
徹底した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

読み聞かせボランティアの参加については、新
型コロナウイルス感染症の流行に左右されてし
まう。引き続き、まん延防止重点措置期間中等
は職員が対応するなど、状況に応じた対応を行
う。また、健診の受診者数によってはボランティ
アの時間帯の変更等も検討する可能性もあるた
め、関係課での情報共有を行う。100.0%

R2予算現額 ３．すべての
人に健康と

福祉を最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,844千円

指標名 目標設定の考え方・根拠実施計画ランク

ところっこ親子ふれあい絵本事業実施要綱 2,170千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績
A

R3目標 R3実績

目的：親子が絵本の読み聞かせを通じて、親子のふ
れあいの大切さを伝え、孤立しがちな家庭と地域がつ
ながる機会を提供するとともに、子どもたちが絵本に
親しむことで、子どもたちの健やかな成長の支援をす
る。
内容：1歳6か月児健康診査時に、絵本の読み聞かせ
と「絵本引き換えチケット」を配布し、保護者は健診日
以降、図書館又は子育て支援施設等で絵本2種類の
中から1冊を選択し、引き換えを行う。

0.89 人 100.0%

どのように貢献したか

100.0% 100.0% 対象者に親子のふれあい
の大切さを伝えるとともに、
施設への利用につなげる
ことで子育て世帯の孤立を
防ぐ一助となった。

①1,534枚（R3はR2と対象者が
重複するため、口頭での確認で
絵本交換済みと答えた人数351
人は含まない。）
②582冊
③743人

期間

R2～

36/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援担課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

0.13人

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

40か所

R2目標

①7件

②38か所

③

R3目標

R4目標

R2予算現額 R2決算額

610千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

891千円1,000千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

20.0%

R2実績

9.9%

R2目標
R2正規職員
人件費

①11,348件

②5,132人

③472人

20.0%

R2実績
R2正規職員
人件費

R2予算現額 R2決算額

15,097千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0.13人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.54 人

R2目標

①一般型実施施設数

②年間延べ利用者数

実施施設のある中学校区数

91,326千円

R2予算現額 R2決算額

87,149千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

87,149千円

R2予算現額 R2決算額

895,869千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

S53～ 2,474千円

自治会等がこども広場を設置・管理する場合の財政
負担の軽減を図る。
自治会等が子ども広場を設置・整備した場合、自治会
等からの申請により、補助金交付要綱に基づき補助
金を交付する。
設置の場合は150万円を限度に、整備の場合は50万
円を限度に、それぞれ事業費の2分の1を交付する。

0.16 人

期間 0.31 人
会年職
員等

0人

どのように貢献したか

38か所 38か所
各自治会が広場の整備に
責任をもち、安全な運営を
行っている。

38か所

R2実績
A

子ども広場用地地権者の事情等に
より廃止されるなど、設置件数は
減少傾向にあるが、やむを得ない
と考えている。

安全安心な広場の整備のため、整備内
容、優先順位を精査する。

R3実績

40か所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

１１．住み続
けられるまち

づくりを

指標名 目標設定の考え方・根拠 R3年度に改善した点

自治会等が設置、管理する子ども広場に係る自
治会の財政負担の軽減を図ることを目的として
いるため、子ども広場の設置件数を指標とする。

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,000千円

1,307千円

根拠法令

所沢市子ども広場設置事業費及び整備事業費補助金交付
要綱・所沢市補助金等交付規則

事業の目的及び具体的な内容

フェンスの取換や倒木の可能性がある樹
木の伐採について補助し、環境を整備し
た。

①子ども広場整備等実施件数

②子ども広場設置件数

③

子ども広場の設置件数

213
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども広場設置・
整備費補助金

重要

15,512千円

1.34 人

10,945千円

15,380千円

自治事務 法定受託事務重要

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

H12～

期間

所沢市ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ事業実施要綱
所沢市緊急サポート事業実施要綱

法定受託＋附加

育児の援助を受けたい者（利用会員）と育児の援助を
行いたい者（援助会員）を組織化し、地域での相互活
動を行う。ファミリー・サポート事業は、定期的な保育
施設・学校施設などの送迎や一時的な預かり、緊急
サポート事業は、病児・病後児の預かり、宿泊や急な
残業などの緊急時の預かりを行う。地域において安心
して子育てができるような環境整備を目的とする。

ファミリーサポート
事業

9.2%

15,180千円

R2その他職員
従事割合213

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

0.16 人 R4目標

利用しやすい事業とするためには、育児の援助
を行いたい者（援助会員）の増加が必要である
ため、援助会員数の充足度を指標とする。

各まちづくりセンター等で開催される講座
に出張し、チラシ配布等で事業周知を図っ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

援助会員の確保が課題のため、様々な機
会を利用し周知を図っていく。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

援助会員の中心となっている60代の就労が増加
しているため、援助会員の確保が難しくなってい
る。
また、新型コロナウイルス感染症拡大防止のた
め、援助会員養成講習会が中止となり、援助会
員の新規登録者数が減少した。

R3年度に改善した点

利用会員数の増加に対し、援助会
員数の増加が達成できなかった。
今後も、援助会員養成講習会の充
実を図るとともに、各まちづくりセン
ター・児童館・保育園等の児童関
連施設にポスターの掲示やチラシ
の配布を行い、広報活動を実施す
る。

20.0%

R3目標2,777千円

①延べ利用件数

②利用会員数

③援助会員数

援助会員数充足度
（援助会員数÷利用会員数×100）

1,277千円

R3実績

0.34 人

会年職
員等

212
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目的：母子及び父子家庭等の生活の安定と自立の促
進を通じて、児童の健全育成を図る。
内容：離婚や死別などによって父又は母がいない家
庭で児童を養育している人、父又は母が一定の障害
の状態にある家庭で児童を養育している人に支給さ
れる手当（所得制限あり）。

指標名

児童扶養手当支給
事業

重要 934,447千円

児童扶養手当法 970,945千円

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

会年職
員等

全部支給者の就労や資格取得を
サポートし、自立促進を図ってい
く。

R3年度に改善した点

受給者の所得の増加による、手当の支給区分が変動
した割合を捉え、ひとり親家庭の自立促進の成果をみ
る。（手当資格者全体のうち、全部支給者の割合が低
くなる程、所得や養育費の増加が見込まれる。）

原則8月中に来庁し手続きをしてもらう現
況届について、事情により8月に来庁でき
ない受給者をあらかじめ把握するため9月
限定で予約システムを作成した。
事前に来庁する受給者が把握できたこと
で、事前準備が捗るとともに、スムーズな
対応ができた。

受給者の所得増加により、毎年度少しずつでは
あるが、目標値に近づいていることから、受給者
の自立促進の成果がみられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

所得が低いひとり親家庭等の生活の安定
にあたって必要な制度である一方、受給者
に対して、就労による自立を促す側面もあ
ることから、母子・父子自立支援員と連携
し、就労支援、資格取得へ働きかけ、手当
支給額の減少を目標としたい。

目標設定の考え方・根拠

A
R3目標値が未達成の理由・分析

手当受給者資格者全体に対し、全部支給
となっている者の割合

全部支給者数÷手当受給資格者数×
100

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

根拠法令
①全部支給から全部支給停止
となった受給者数
②一部支給から全部支給停止
となった受給者数
③2月末における全部支給者数

870,052千円

40.0% 41.7%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3実績

40.0% 40.3%

1.2人

①30人

②70人

③939人

R3目標

40.0%

期間 1.85 人 R4目標

14,763千円　　　S36～

会年職
員等

1.2人

213
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の内容：①子育て親子の交流の場の提供と交流
の促進②子育て等に関する相談、援助の実施③地域
の子育て関連情報の提供④子育て及び子育て支援
に関する講習等の実施（月１回以上）
支援拠点の種類：一般型（3～4日型・5日型・6～7日
型）及び連携型
※こども支援課では、一般型を実施している。

H7～

法定受託＋附加

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

指標名

地域子育て支援拠
点事業

目標設定の考え方・根拠

B

連携型をあわせると、地域子育て
支援拠点施設は、市内に27カ所あ
る。各行政区としては充足している
が、地域による偏在を解消するた
めに引き続き取り組む。

所沢市地域子育て支援拠点事業実施要綱 91,326千円

重要 自治事務 法定受託事務

R3年度に改善した点

施設を市内に満遍なく設置することで、市民が
気軽に利用できるため、実施施設のある中学校
区数を指標とする。

新しく富岡地区に実施施設を開設できたた
め、「実施施設のある中学校区数」を14中
学校区にすることができた。

事業を実施するには、運営主体に人員や実施
場所の確保が必要であり、未設置の中学校区に
おいて、運営主体となり得る保育園等がないた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

事業実施には、保育園等の運営主体に人
員や実施場所の確保が必要であるため、
引き続き打診していく。

15中学校区 13中学校区

4,411千円
①16施設

②73,319人

R3目標 R3実績

15中学校区 14中学校区

15中学校区

会年職
員等

期間 0.68 人 R4目標

5,426千円

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

どのように貢献したか

地域において安心して子
育てできる環境をつくった。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

所得制限額を下回るひとり
親家庭へ適正に手当を支
給した。

１．貧困をな
くそう
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

障害者総合支援法、

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

会年職
員等

0.09人

会年職
員等

0.09人

会年職
員等

0.09人

R3決算額（見込み）

0.09人

14,289千円

0.09人

0.09人

会年職
員等

0.09人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

161

178

R3目標

240

R2予算現額 R2決算額

33,889千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,084千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

9,447千円

R2正規職員
人件費

13,517千円

会年職
員等

0.09人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

419

ここ数年支給決定人数がほとんど変わっていな
い状況での減少については、R2年度以降は新
型コロナウイルス感染症への感染を心配しての
利用自粛があると考えられ、加えて、年度によっ
て支給決定者（児）が同一ではなく、利用状況に
バラツキがみられることによる。

377660

660会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

14,752千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2予算現額 R2決算額

23,364千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

居宅介護・短期入所等のサービス
により、家族等の介護負担軽減が
図れており、必要な制度であると考
える。

期間 0.45 人

3,591千円

期間 0.45 人

3,591千円

介護給付費事業
（障害児）

44,928千円

R3年度に改善した点

１１．住み続
けられるまち

づくりを

18歳未満の障害児の日常生活を支援し、その家族の
介護負担を軽減するため、居宅での身辺の介護、外
出の支援、短期入所のサービスを提供した場合に、事
業所に対して介護給付費を支給する。

0.45 人

377

R3目標

指標名

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

障害者総合支援法 40,501千円

手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

R2実績

サービスの利用状況を把握するため

B

3,676千円

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

重要 法定受託＋附加

H18～

今後も、家族等の精神的及び身体的負担
の軽減を図るために、適切なサービスの
提供に努める。

R3実績18歳未満の障害児の家族等の精神的及び身体的負
担軽減を図るために、障害児を一時的に預かる日中
一時支援事業を実施した事業所と、重症心身障害児
等のショートステイ利用を促進するショートステイ促進
事業を実施した事業所に対して補助金を交付する。

0.45 人 3,912 2,505

3,576

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

H27～

3,676千円

①利用延べ人数

30,373千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

24,324千円

事業の目的及び具体的な内容レスパイトケア事
業

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R2目標

29,455千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

重症心身障害児の受け入れも行っ
ており、在宅の障害児の介護者等
の負担軽減が図れているため、必
要な制度であると考える。

2,298
R4目標

指標名

B

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染症拡大防止の影響によ
り、利用が減少したため。一部の事業所では、感
染防止のための受入れ制限もみられた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

①利用延べ人数 サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

2,298

R2目標

目標設定の考え方・根拠

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

所沢市障害児の家族に対するレスパイトケア事業実施要
綱、日中一時支援事業実施要綱

R2実績

3,768

自治事務 法定受託事務

①利用延べ人数
①利用延べ人数

R4目標

432

法定受託＋附加

根拠法令

根拠法令

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

障害児地域生活支
援事業

障害者総合支援法、重度障害者等日常生活用具費支給事
業実施要綱ほか

重要

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため
手帳交付や相談時における周知等に加え
て、こども福祉ガイドを活用するなど、わか
りやすい制度説明を行うことに努め、市
ホームページへの掲載等、幅広い情報提
供を行った。

R2予算現額 R2決算額

8,832千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

障害児や保護者が抱える課題やニーズを
把握し、地域で自立した生活が営めるよ
う、適切なサービスの提供に努める。

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う、外
出自粛の影響があると考える。

各事業の利用延べ人数

①日常生活用具給付事業

②移動支援事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

紙おむつ等の日常生活用具の購
入費助成や、社会生活上必要不可
欠な外出支援の実施により、障害
児の日常生活や社会参加の支援
に繋がっており、必要な制度である
と考える。

利用延べ人数
②移動支援事業

80

180

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 15,640千円

18歳未満の障害児が地域で自立した日常生活を営め
るよう、主に次の事業を行う。
・日常生活用具給付等事業
　紙おむつ、入浴補助用具等の購入費の助成
・移動支援事業
　屋外での移動が困難な人への外出支援を実施した
事業所へ補助金として支給

0.50 人 89

204

期間 0.48 人 R4目標

H26～ 3,830千円

①303

②80

R3目標

身体障害児補装具
費支給事業

①利用延べ人数

R2その他職員
従事割合

R3実績

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

18歳未満の身体障害児を対象に、補装具（身体機能
を補完・代替する車いすなど）の購入・修理費用を補
助することで、将来、社会人として独立自活するため
の素地を育成・助長する。

指標名

H12～

重要

R2実績

162

35,130千円

R2正規職員
人件費

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①利用延べ人数

R2目標

障害者総合支援法 38,160千円

0.44 人

事業の目的及び具体的な内容

33,963千円

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 一人ひとりの障害状況を訪問等により適
切に把握するとともに、必要な装具の見極
めを行ない、適切な支給決定に努めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

障害児が補装具を使用し、身体の機能を
補い、日常生活を営めるよう、適切な給付
を行っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

身体機能を補う補装具費やその修
理費用を助成することにより、安定
した日常生活や社会参加が図れて
おり、必要な制度であると考える。

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

156 178

190

期間 0.44 人 R4目標

3,511千円

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

補装具の使用により生活
等の能率向上につながる。

どのように貢献したか

障害児及び家族の安全で
健康な生活に役立ってい
る。

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族等の負担軽減に寄与
している。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

3,594千円

根拠法令
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

会年職
員等

0.4人

R2決算額

52,012千円

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

会年職
員等

2.00人

会年職
員等

2.00人

142,621千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.40 人 50会年職
員等

0.4人

①3,334

②57

R2予算現額 R2決算額

75,613千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

75,979千円

76,844千円

76,623千円

100.0% 97.2%

100.0%

会年職
員等

14人

13人

R3その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

53,319千円

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,325

目標達成済4,015

R2予算現額 R2決算額

142,574千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

142,924千円

R2正規職員
人件費

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

2,287千円 R3実績

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

222千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

726千円

R3実績

かしの木学園運営
事業

57

多くの児童が療育を受けら
れるようになった。

50

期間 0.40 人 R4目標

H15～ 3,192千円

就学前の障害児〔身体・知的・精神（発達含む）〕が日
常生活や社会生活を円滑に営めるよう、日常生活の
基本的動作や知識技能の付与、集団生活への適応
訓練等を行い、発達・成長を支援する。
指定管理者（所沢市社会福祉協議会）による運営であ
り、卒園・他園へ移行した児童の保護者交流会等の
自主事業も行う。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績 １１．住み続
けられるまち

づくりを

目標達成済
市立施設（指定管理者）として、医療的ケ
アをはじめとする利用者のニーズに応じた
サービスを提供し、また、地域交流など特
色ある施設運営を実施できるよう努めてい
く。

どのように貢献したか

47

3,267千円

50

目標設定の考え方・根拠

A

障害児の日常生活における基本
的な動作の指導、知識機能の付
与、集団生活への適応訓練などに
より、子どもの発達・成長が見ら
れ、一定の成果があったと考える。
また、市と連携して、令和4年度か
らの重症心身障害児施設開設に
向けた準備を実施した。

R3年度に改善した点

①利用延べ人数

②在籍人数（年度末）

②在籍人数（年度末） サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症拡大防止に努
めながら、厚生労働省から示された児童
発達支援ガイドラインに基づいて、家族支
援や移行支援に積極的に取り組む姿勢が
みられた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務

根拠法令

児童福祉法、所沢市立かしの木学園条例

一
般

4,982千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市こどもと福祉の未来館条例

事業の目的及び具体的な内容

実施計画ランク 事業の種別

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績

R3実績

①相談件数

②通所支援利用延べ人数

③地域支援延べ人数

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 142,924千円

①相談件数

A

発達障害または、その心配のある
子どもを対象に、専門職による相
談支援、地域支援、障害児通所支
援を柱とした取り組みを行った。
個々の特性に応じた支援を行うと
ともに、保護者への支援も一体的
に行っており、一定の効果が得ら
れたと考える。
利用者アンケートでは、94.8％の保
護者から「満足している」と回答が
あった。

R3年度に改善した点

今後も通所支援のみならず、相談支援や
地域支援の充実を図るとともに、地域の中
核的な役割を担っていく。

感染症対策を行いながらサービスを提供
する体制を構築し、障害児や保護者等に
対する支援を実施した。

R2目標

3,970

4,287

R3目標

保護者からの相談状況を把握するため

R3目標値が未達成の理由・分析

4,060

期間 0.63 人 R4目標

H28～

①4287件

②5358人

③259人

こども支援センター
運営事業（発達支
援）

根拠法令

松原
学園

実施計画ランク 事業の種別

一
般

117,306千円

120,641千円

R2予算現額

R3正規職員
人件費

期間 14.70 人

221
こど
も福
祉課

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

目標設定の考え方・根拠

5,027千円

発達障害に関する早期からの支援によって子どもた
ちが地域で安心して過ごせるよう、18歳未満を対象に
した相談支援、未就学児を対象にした児童福祉法の
通所支援、地域の関係機関や市民を対象に研修・啓
発等をする地域支援を行う。

0.61 人

221

会年職
員等

指標名

A

通所支援については、保護者から
概ね満足をいただいており、地域
支援についても相談件数が増える
など、一定の効果が得られている。
今後も保護者からの意見や要望を
伺いながら、研修等で専門性を高
め、よりよい支援に努めていく。

①利用延べ日数

②在籍人数（年度末時点）

③発達相談件数

施設利用満足度
保護者アンケートの施設利用満足度を指標とす
る。
目標は100％とする。

R2目標

法定受託＋附加

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 58,979千円

指標名

支援体制を整備し、受け入れ人数を増や
した。また、新型コロナウイルス感染症拡
大防止に努めながら継続した施設運営に
努めた。

児童福祉法、所沢市立松原学園条例、同施行規則 58,985千円

希望する通園日数での受け入れが出来なかっ
たことや、新型コロナウイルス感染症拡大防止
対策による見学等の減少により、こどもの様子
を見る機会が減ってしまったため。

100.0% 93.8%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①7,102日

②51人

③65件

R3目標 R3実績 児童発達支援センターとしての機能を発揮
できるよう事業を推進しているが、更なる
専門性の向上及び地域支援の充実が求
められている。
今後も職員の育成に努め、支援の充実を
図っていく。

R4目標

S46～

就学前の障害児が日常生活や社会生活を円滑に営
めるよう、日常生活の基本的動作や知識技能の付
与、集団生活への適応訓練等を行い、発達・成長を支
援する。また、地域の障害児やその家族への相談、
地域の支援者への援助・助言等を行う地域支援事業
を実施する。

14.77 人
松原学園運営事業

根拠法令

法定受託＋附加

指標名

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

難聴児補聴器購入
費助成事業

重要 自治事務 法定受託事務

①助成件数
①助成件数 サービスの利用状況を把握するため

購入対象者に対しては、こども福祉ガイド
を活用するなど、わかりやすい制度説明を
行うことに努め、市ホームページへの掲載
等の幅広い情報提供を行った。

R2目標 R2実績

9

R3目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

0.28 人

目標設定の考え方・根拠

B

軽度・中等度の難聴児へ補聴器の
購入費用を助成することにより、言
語の習得や教育等による健全な発
達を支援し、児童の福祉の増進を
図れており、必要な制度であると考
える。

年度により申請件数にバラつきがあり、わずか
に目標値に到達していない。

R3年度に改善した点

期間 0.31 人

18歳未満で身体障害者手帳の交付対象とならない軽
度・中等度の難聴児を対象に、補聴器の購入費用を
助成することで、言語の習得、教育等における健全な
発達を支援する。

上述のとおり周知に努める。
R4目標

8

どのように貢献したか

補聴器の使用により生活
等の能率向上につながる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

より多くの児童に利用して
もらえるよう、柔軟な受け
入れ体制としている。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

中核的役割を務め、地域
の障害児福祉に貢献して
いる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

１１．住み続
けられるまち

づくりを

H25～ 2,474千円 9

9 3

9

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

892千円

所沢市難聴児補聴器購入助成事業実施要綱 892千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども福祉課長　岩雲　美香

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

0.09人

22,937千円

会年職
員等

5人

R2決算額

17,632千円

0.09人

0.09人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2実績

会年職
員等

5人

R2目標

令和2年度と比較して相談件数は146件増加して
おり、目標に対する実績の割合は91％となって
いる。

1,600件 1,303件

R3予算現額 R3決算額（見込み）

17,583千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1,350

1,472

R4目標

R3目標値が未達成の理由・分析

110,902

目標達成済

①利用延べ人数

R2実績

R3実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

10,693千円

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

①利用延べ人数

R2予算現額 R2決算額

1,106,507千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,271,584千円1,325,662千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①0

②0

R2目標

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

発達障害者支援法、障害者基本法

重要

222
こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

児童家庭相談事業

目標設定の考え方・根拠

児童福祉法・所沢市家庭児童相談室設置運営要綱 18,491千円

①相談件数（虐待・養護）

②相談件数（保健・育成・障害）

③相談件数（非行・その他）

相談件数
子どもに関する様々な相談に対応していく事業である
ため、相談件数が指標となる。
前年度よりも実績を増やすことを目標とする。

20,276千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

相談件数は前年度よりも増加して
いる。令和4年度、子ども家庭総合
支援拠点をこども相談センターに
設置し、引き続き、丁寧な相談対応
に努め、関係機関と連携を図り、相
談者や子どもに効果的な支援を提
供していく。

R3年度に改善した点

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイルス
感染拡大防止のためオンラインで実施し、
より多くの機関に参加いただいた。

相談に繋がるよう、相談窓口の周知を図る
とともに関係機関と連携強化を図る。

1,600件

A

指標名

R3実績

1,600件

2.88 人

①925件

②289件

③235件

1,449件

22,982千円

R4目標

子どもに関する様々な相談に応じ、個々の子どもや家
庭に対して効果的な支援を行うことで、子どもの福祉
の充実を図るとともにその権利を擁護する。

1.63 人

13,314千円

期間

S44～

2,369千円

157千円

2,394千円

発達障害等に関する理解・啓発を図るために、障害児
を養育する保護者や保育士等の支援者を対象にした
学習講座を行う。

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

発達障害児等子育
て応援事業

自治事務重要 法定受託事務

根拠法令

法定受託＋附加 241千円

目標設定の考え方・根拠

2 0

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

2
C

指標名

R3実績

0千円

0人

会年職
員等

0.01人

H24～

R3年度に改善した点

①講座等の開催回数

②講座等の参加延べ人数

①講座等の開催回数
開催回数を増やすことで希望者が参加しやすく
なるため 未実施

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、未
実施となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

3

新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため未実施であったが、例
年、障害への理解や情報共有を目
的に保護者向け講座等の開催要
望があることから、今後実施してい
きたいと考える。

期間

H24～

R2実績

講座等に参加する保護者や保育士等の支
援者に発達障害等に関する理解を深めて
もらい、また情報共有の場となるような講
座開催に努めていく。

2

R3目標

就学前の障害児が日常生活の基本動作の訓練等を
行う児童発達支援を受けた場合や、就学後の障害児
が放課後等に集団生活訓練等を行う放課後等デイ
サービスを受けた場合等に、通所支援事業所に対し
て障害児通所給付費を支給する。

期間 0.30 人 R4目標

指標名

0.29 人

事業の目的及び具体的な内容
221

こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

①利用延日数

1,130,254千円

障害児通所支援事
業

根拠法令

児童福祉法

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

R3年度に改善した点

①利用延べ日数 サービスの利用状況を把握するため
新型コロナウイルス感染症の感染拡大防
止に努めながら、直接の通所支援だけで
なく、オンラインや電話を活用した療育を
実施した。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

保護者の申請に基づき、面談等に
より障害児への個々の支援の必要
性を把握して支給決定を行ってお
り、今後も継続して行う必要があ
る。

113,904

221
こど
も福
祉課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

127,381

138,876

1.34 人

119,394

R4目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

127,381

R3目標 R3実績 グレーゾーンを含む障害児の利用者は一
層増加傾向にある。通所支援事業所に対
し、事業実施に関する研修会や連絡会を
開催していくとともに、教育と福祉の連携を
はじめとして、様々な支援者が連携を進め
ることで利用者への支援の質の向上に努
めていく。

11,108千円

1.36 人

会年職
員等

0.09人

重要 自治事務 法定受託事務

R2決算額

20,386千円

R2目標

法定受託＋附加 21,404千円

児童福祉法 24,234千円

B

相談支援事業所による利用計画
の作成等の支援により、課題の解
決や適切なサービスの利用に繋
がっており、必要な制度であると考
える。

R3年度に改善した点

サービスの利用状況を把握するため 所沢市自立支援協議会（相談支援部会）と
の連携により、障害児が利用できる新規
事業所1ヶ所が開所となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

相談支援専門員の一人当たりの受け持ち
件数が増加傾向にあり、相談支援事業所
の新規の受け入れが困難になりつつあ
る。これを解消するために、所沢市自立支
援協議会（相談支援部会）と連携し、更な
る新規事業所の開拓及び相談支援専門
員の確保に努める。

相談支援事業所に利用は増加しつつあるが、相
談支援専門員の一人当たりの受け持ち件数が
増加し、困難な状況にあるため。

期間 0.59 人

事業の目的及び具体的な内容
障害児相談支援事
業

根拠法令

4,901千円

H24～ 4,708千円

18歳未満の障害児が利用対象である障害児通所支
援事業の利用にあたり、相談支援事業所が障害児の
抱える課題の解決や適切なサービスの利用に向け
て、利用計画（案）の作成や、モニタリング、計画の見
直しなどの支援を行った場合に、障害児相談支援給
付費を支給する。

0.60 人

R3目標

1,319

1,715

会年職
員等

2,157

1302

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

家族ごとのニーズに応じた
適切なサービスの利用に
繋げた。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保護者や支援者等への啓
発により、障害児の生活環
境等の改善に貢献した。

どのように貢献したか

障害児の安全で健やかな
生活に貢献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

子どもに関する様々な相談
に対応し、子どもの福祉と
権利擁護を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

□ ■ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども支援課長　清水　康雄

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

1.95人

2人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R2決算額

6,215千円

会年職
員等

1.95人

0.56 人

前期：274人
後期：299人

①前期：274人　後期：299人

②

③

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

目標設定の考え方・根拠

349人

目標達成済
前期：291人
後期：328人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3その他職員
従事割合

25,852千円

R2決算額

R2実績

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①児童の所属からの定期的情
報提供

②養育支援訪問実施世帯数

③個別ケース検討会議開催件
数 R2実績

会年職
員等

1人
R3実績

①1,196人

②8世帯

③39回
100.0%

3.34 人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済

R2予算現額 R2決算額

16,998千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

21,486千円

私立幼稚園等保護
者負担軽減補助事
業

根拠法令

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

令和3年度から国の支援事業に追加され
たことにより、新規施設の参入が予想さ
れ、事務手続きの円滑化を図る必要があ
る。

R2決算額

所沢市私立幼稚園等保護者負担軽減補助金要綱

指標名

363人

保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

法定受託＋附加

R2正規職員
人件費 A

補助対象者に直接申請書を送付し
た。引き続き事業の周知を行って
いく。

R3年度に改善した点

①申請者数

②

③

申請者数 補助対象者からの申請状況（8割） 支払回数を年2回に分けたことで、補助対
象者の抽出にかかる事務効率が向上し
た。

R2目標

R3実績

前期：340人
後期：340人

R4目標

R1～ 3,272千円

R3正規職員
人件費

一
般

事業の種別

4,574千円

ひとり親家庭等自
立支援事業

根拠法令

100.0%

100.0%
222

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

重要

母子及び父子並びに寡婦福祉法

　　　H15～

26,077千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,971千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

①相談件数(総合相談)

②高等職業訓練促進給付金等
支給額

③自立支援教育訓練給付金支
給額

高等職業訓練受給資格者
受給終了後の就職率
（就職者＋進学者）÷資格取得者×100

資格の取得により、より条件の良い職に就くこ
と、また長期間その資格を活かした職に就くこと
を目指す。

高等職業訓練促進給付金や通勤定期乗
車券の割引制度のチラシ等を制度内容が
よりわかりやすく伝わるよう改善した。

指標名

R2実績

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値は達成できてい
る。修業後に就いた職に継続して
勤めているか、長期に渡る後追い
調査をするなど、今後もよりきめ細
かな支援を続けていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

相談の傾向として、ＤＶや生活苦、疾病や
法律に絡む問題など、複雑な生活相談（離
婚前相談を含む）が増加している。今後
も、研修等へ積極的に参加することによ
り、相談者への理解を深め、自立に向けた
支援を行っていく。

R3実績
目的：ひとり親及び寡婦の相談に応じるとともに、その
自立を支援する。
内容：母子・父子自立支援員によりひとり親の相談を
受ける中で、
①自立に必要な情報提供及び指導を行ったり、
②職業能力の向上及び求職活動等に関する支援を
行っている。

0.49 人 100.0%

4,002千円

100.0%

①586件

②15,795千円

③143千円

19,522千円

R3目標

100.0%

0.55 人 R4目標

重要 法定受託事務 法定受託＋附加

虐待通告を受けた対象児童の安全確認

会年職
員等4,389千円

R2予算現額

R3予算現額

R2正規職員
人件費

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容
222

こど
も支
援課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

児童虐待防止対策
事業

H12～

引き続き事業周知を図り、適切な対応に努
める。

虐待通告（32件）を受けた児童す
べて安全確認できており、児童虐
待の早期防止を図れたものと考え
ている。今後も関係機関や市民に
児童虐待の通告・情報提供を周知
し、虐待防止に努める。

児童福祉法・児童虐待の防止等に関する法律 7,902千円

自治事務

100.0%

6,580千円

7,356千円

R3年度に改善した点

R3決算額（見込み）

A

R4目標

100.0%

R3目標

目標設定の考え方・根拠指標名

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

26,653千円

児童虐待の未然防止及び虐待を受けている子どもに
迅速的確に対応するために、関係機関と連携しながら
適切な支援を実施する。

2.39 人

児童虐待通告を受けた際は、児童の安全確認が最優
先であるため、安全確認の実績を指標とし、目標値は
100％とした。

児童虐待防止を普及啓発するため関係機
関向け研修会を開催。新型コロナウイルス
感染拡大防止のためオンラインで実施し、
より多くの機関に参加いただいた。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

100.0% 100.0%

ひとり親家庭等の資格取
得を支援し、生活状況の改
善を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

子どもを暴力・虐待から守
るため関係機関と連携を
図り対応した。

１．貧困をな
くそう

どのように貢献したか

どのように貢献したか

児童の育成にかかる費用の一
部を補助することで、所得状況
に関係なく教育を受けられる
機会を設け、また、多子世帯
支援に貢献した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

①実施施設数

②延べ利用人数

③

延べ利用人数

222
保育
幼稚
園課

実施計画ランク R2予算現額

期間 0.41 人

28,291千円

事業の目的及び具体的な内容

新制度未移行の幼稚園及び幼稚園類似施設に在園
し、市内に住所を定める園児及びその保護者のうち、
幼児教育・保育の無償化による恩恵が少ない低所得
世帯及び多子世帯を対象に、児童の育成にかかる費
用の一部を補助することで、①所得状況に関係なく教
育を受けられる機会を設けること、②多子世帯支援に
よる少子化対策、③幼稚園誘導による待機児童解消
を図ることを目的とする補助事業である。

法定受託事務

222

優先 自治事務 27,355千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31,062千円

91,062千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点 ３．すべての
人に健康と

福祉を優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 108,480千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

幼稚園型一時預かり事業の利用人数は増加傾
向にあるが、幼稚園の在園児数は減少傾向に
あること。また、委託契約園がR2年度と変わりが
ないことから、R3年度の実績数をもとに目標値を
算出する。

令和3年度から委託料について、特別な支
援を要する児童の単価を設けたことによ
り、障碍児の預かり保育料利用に伴う事業
者の負担軽減を拡大することができた。

幼稚園型一時預か
り事業

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市幼稚園型一時
預かり事業実施要綱

111,857千円 105,032千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

保育園等を利用していない家庭において、就労、日常
生活上の突発的な事情、社会参加などにより、一時
的に家庭での保育が困難となった場合に、子ども子育
て支援法の規定により、幼稚園及び認定こども園で、
児童を一時的に預かることで、安心して子育てできる
環境を整備し、もって子どもの福祉の向上を図ること
を目的とする。

1.12 人 該当なし 100,709人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

9,148千円
①１７園

②120,370人

③

R3目標 R3実績 所沢市では新制度未移行幼稚園も幼稚園
型一時預かり事業の委託契約の対象施設
としているが、全ての市内幼稚園と委託契
約を結んでいない。そのため、委託契約を
結んでいない園に対し、制度の説明等を
丁寧に行っていく必要がある。

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

105,000人 120,370人 施設と委託契約を結ぶこと
により、一時的に児童を預
けられる環境を整備するこ
とができた。

期間 1.19 人 R4目標

H27～ 9,496千円 120,500人

A

委託契約園に対して、上半期・下
半期ともに支払いを行うことができ
た。次年度以降は、委託契約園が
増えるよう、周知等を行っていく。
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

こども政策課長　一色義直

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

2人 実績

42.1人

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

383,592千円

269,523千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1.45 人

目標達成済

①公立保育園混合枠受け入れ
数

②民間保育園、幼稚園の補助
対象児童数

③受け入れ施設数

R4目標

R2予算現額 R2決算額

188,010千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

201,505千円

R3予算現額

会年職
員等

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

２８０人 ２６８人

R3実績

非常勤
特別職

目標達成済

0.70 人

①補助実施延べ有資格者数

②補助実施延べ４・5歳児数

③保育体制強化事業費補助金
　 補助実施施設数

R2目標 R2実績

会年職
員等

会年職
員等

0人

R2その他職員
従事割合

0人

200

R3目標

120 156

327,355千円

会年職
員等

0.01人

会年職
員等

0人
150

R3予算現額 R3決算額（見込み）

5千円

14千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3千円

R2予算現額 R2決算額

期間 1.30 人 R4目標

H30～ 10,374千円

12,252千円

①125施設

②47施設

1.50 人

R3正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

―
前年度指摘が無かった項目や類似する項
目等を削除及び統合し、指導監査を効率
的に実施した。また、市の指導内容を明ら
かにするとともに、施設を運営する事業者
に結果を周知することでより適切な運営を
促すことを目的として、結果を公表した。

R2実績

R3年度に改善した点

R3実績

124

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

集団指導や各施設での実地指導
を行うことで、保育運営の質の向
上を図ることができた。
実地指導実施施設の増加により、
指導件数も増加したため、目標は
達成できなかったもの、これまで指
導してきた施設では、指摘の改善
が浸透したことで、実質的な指導
件数は減らすことができた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

効果的な集団指導や実地指導により適正
な保育運営につなげることができるため、
指導方法について今後も検討し、必要に
応じて改善を図っていく。

目標設定の考え方・根拠

A

①集団指導実施施設数

②実地指導実施施設数

指標名

232
こど
も政
策課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

14千円

実地指導指導件数
実地指導を通じて、施設の質の確保等を図る。
実地指導指導件数を指標とし、質が向上するこ
とにより、当該件数が減少していく。

特定教育・保育施
設等の指導監査に
関する事務

根拠法令

子ども・子育て支援法、児童福祉法、所沢市特定教育・保育
施設等指導監査実施要綱、所沢市家庭的保育事業等指導
監査実施要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容

教育・保育運営に係る給付費の支給を受ける教育・保
育施設や地域型保育事業所等の質の確保（適正な事
業所運営及び児童の適切な処遇の確保）及び当該給
付費の支給の適正化を図る。

H28～

障害児保育事業

事業の目的及び具体的な内容

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

目標を達成しており、令和4年度に
ついても業者選定に向けてスケ
ジュールどおり進め、目標を達成
する見込みである。

①対象園数

②給食数

③

委託実施園数
平成２８年度から令和２年度にかけて委託した１
０園は、契約満了ごとに引続きプロポーザル方
式による委託を実施する。

R2目標 R2実績

10園

R3年度に改善した点

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 188,010千円

指標名

業者選定における審査基準の一部の見直
しを行った。

保育園給食調理業
務委託事業

所沢市定員管理計画

事業の目的及び具体的な内容

201,505千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

市立保育園における給食調理業務においては、現業
職員不補充の中、園児の食物アレルギー等、多様な
対応が求められている。このため、安心・安全な給食
を将来的に安定して提供し、保育の一環である食育
の推進を図るため、計画的な委託化を進める。
具体的には、①栄養士が作成した献立を施設内の調
理室で調理等を行う。②保育士、栄養士と連携して行
う食育活動を行う。

1.10 人

11,571千円

会年職
員等

0人

0.15人

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

8,985千円
①１０園

②348,795食

③

R3目標 R3実績

予定していた10園の委託化が完了してい
る。残る9園については、現業職員の退職
状況や園の施設状況等を考慮しながら取
り組んでいく。

10園

10園

10園

10園

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

特定教育・保育施
設等保育の質改善
費補助事業

根拠法令

期間

R3年度に改善した点

補助実施施設数

保育士確保や保育の質を改善するための補助
金であるという趣旨や制度を理解してもらい、市
内の対象施設全てに実施してもらうことを目標と
する。

令和3年度から一部の補助メニュー（保育
体制強化事業費補助金・保育補助者雇上
強化事業費補助金）について国及び県の
補助制度を活用することで、施設に対する
補助額を増額できた。

R2予算現額 R2決算額

322,608千円

R2正規職員
人件費

R3目標値が未達成の理由・分析

5,718千円

所沢市特定教育・保育施設等保育の質改善費補助金交付
要綱

優先

事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

480,507千円

園での事務手続きがより簡略化できるよ
う、申請に当たっての様式等を工夫してい
く。

68施設

69施設

A

補助対象施設の全てに補助金を
交付した。保育の質改善のため、
引き続き補助事業を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名 目標設定の考え方・根拠

68施設

67施設

0.53 人 R4目標

H27～ 4,229千円

①9,851人

②20,814人

③34園（44園中）

R3目標 R3実績

特定教育・保育施設等に対し、有資格者処遇改善、職
員配置基準改善及び保育支援者雇用のために補助
金を交付し、保育の質改善を図るものである。
（具体的な内容）
 ①有資格者処遇改善費補助金
 ②職員配置基準改善費補助金
 ③保育支援者雇用費補助金
※補助金の交付は、補助単価、補助基準額及び補助
限度額による。

67施設

232
保育
幼稚
園課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

対象児童数
Ｒ３年度の申請状況から、今後も増加していくも
のと考えられる。実際に民間幼稚園では、発達
に心配さを持つ児童が増えている。

コロナウイルス感染症の拡大は見られたも
のの、保育者からの巡回相談の要望は多
く、、６８施設に対し延べ１３７６件の支援を
行った。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

２７５人

・混合保育枠での受け入れが、増加している。
・民間幼稚園からの申請数が増加しているが、
混合保育対象児童の補助金が増えているため、
幼稚園対象の実績は、大きく増えない。

R2実績

根拠法令

所沢市混合保育実施要綱
所沢市障害児保育事業補助金交付要綱

322,644千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

23,632千円239,227千円

R3決算額（見込み）

177,327千円
①８６人

②１８２人

③公立保育園１９園、民間保育
園１８園、

コロナウイルス感染症の拡大により、研修
実施を控えていたが、発達に心配さを持つ
児童への支援を学ぶため、今後は開催計
画をしていく。R4目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R２年度の申請数は少なかったが、
年々申請者が増えている状況であ
る。混合保育は、集団生活の中で
健常児と共に育ちあい、支援がで
きることが成果と言える。

R3年度に改善した点

H3～ 179,470千円 ２８５人

会計年
度

障害のある児童を健常児と共に保育することにより、
お互いの成長を促進させるための事業である。
（具体的な内容）
①混合保育入園審査会において、障害を有するが健
常児の中で過ごすことにより、成長発達が促進される
と判定された児童、②民間保育園、認定こども園・民
間幼稚園から申請を受け、観察保育を実施した結果、
補助金の交付が適と判定された児童を対象とし、対象
児童の数に補助単価を乗じた金額を障害児担当保育
士等の雇用費として支給する。

21.71 人 ２８０人

22.49 人

R3正規職員
人件費

48人

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

保育の質を改善し、児童が
安心で安全な保育の提供
が受けられた。

どのように貢献したか

施設に対し補助金を交付
することにより、障害のあ
る子どもたちも平等に教育
や保育を受けることができ
た。

どのように貢献したか

安心・安全な給食を安定し
て提供し、保育の一環であ
る食育の推進を図った。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

実地指導を通じて、施設の
質を確保することにより、
多くの子どもが、質の高い
保育を受けられるようにな
る。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保育幼稚園課長　田中　綾子

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

会年職
員等

0人

会年職
員等

R2実績

R3実績

会年職
員等

R2目標

重点事業2「放課後子ども総合プラン推進事業」
は放課後子供教室の新設、放課後子供教室と
放課後児童クラブの新たな連携が実現していな
い状況である。また、重点事業6「ふるさと所沢親
子で再発見事業」は新型コロナの影響により、中
止となった事業の他、内容を変更したり新たな事
業を実施したため達成率が低くなり、本事業の
達成率に影響が生じた。

0人

会年職
員等

0人

100.0%

68.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

12,252千円
①31

②2064

③

R3目標

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

417,682千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0人

414,381千円

R2予算現額 R2決算額

106,260千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

128,564千円

113,199千円

①１８園

②

③

3,757千円

0人
会年職
員等 29人

会年職
員等

0人

R4目標

R2予算現額 R2決算額

5,770千円

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①民設民営児童クラブ累計

②緊急性の高い小学校区数

③
133,764千円

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後児童健全育
成事業（民設民営
児童クラブ）

根拠法令

児童福祉法・所沢市放課後児童健全育成事業の設備及び
運営に関する基準を定める条例

事業の目的及び具体的な内容

公設の児童クラブや生活クラブが整備されているもの
の、狭隘化や大規模化、保留児童の発生等が著しい
緊急性の高い小学校区もある。これらの小学校区に
おいて保護者が労働等により昼間家庭にいない小学
校児童に対し、授業の終了後等に適切な遊びや生活
の場を与えて児童の健全育成を図る。

選定委員会で委員が他の事業者と比較
し、採点を修正できるよう方法を,改めた。
選定結果通知書の附帯意見について、各
事業者の得点率に関わらず記載できるよ
う改めた。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績
本事業は、待機児童解消に即効性がああ
るものの、学校施設の活用を進めているこ
とから、今後は既存クラブを継続しつつ、
新規導入は地域の実情に応じて検討して
いくこととする。

平成28年度から、児童クラブの狭
隘化及び大規模化が著しい小学
校区を対象に、民設民営児童クラ
ブを開所している。平成28年度か
ら令和3年度までに計10か所を開
所し、定員405人を確保し、当該小
学校区の待機児童解消に一定の
成果を挙げていると考える。
今後、狭隘化や大規模化、待機児
童対策として、小学校施設の活用
を第一に検討するが、35人学級の
導入等で小学校施設の活用が難し
い場合には、民設民営児童クラブ
の開所を検討する。

R3年度に改善した点

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

0.69 人 325人 342人

408人

405人4,070千円

①10クラブ

②2小学校区

③

405人

5,636千円

A

指標名 目標設定の考え方・根拠

民設民営児童クラブとして確保した供給
量

当該事業は、児童クラブの狭隘化や大規模化等が著
しい緊急性の高い小学校区への対策を目的とするた
め、確保した供給量を指標とする。目標値としては、前
年より2クラブ増やした定員とした。

期間 0.51 人 R4目標

H27～

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

児童クラブ運営事
業

根拠法令

重要 自治事務

児童クラブ人数の適正化率：大規模児童
クラブ（児童数71人以上）の解消

当該事業は、放課後における留守家庭児童の健全育
成を図ることが目的であるため、事業の質の維持と向
上の視点から、児童クラブ人数の適正化率（大規模児
童クラブの解消）を指標とする。

大規模児童クラブの解消に向け、放課後
児童クラブが、学校施設を活用できるよう
に修繕を行い、令和４年度から６支援単位
増やした。

入所希望児童数の減少と、R3年度から支援単
位を増やしたことにより、目標値の達成に近付い
たが、100％達成に向けて今後も計画的に施設
整備を行う必要がある。

100.0%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

利用児童数は令和4年度まで増加し、その
後は減少の見込みであるが、今後も児童
クラブ人数の適正化を進めていく必要があ
ることから、今後も教育委員会と協議しな
がら学校施設の活用を進める。

B

入所希望児童数が前年度より減少
したことに加え、令和3年度から5ク
ラブで支援単位を増やしたことによ
り、令和3年4月時点では大規模児
童クラブは昨年度より減少した。
令和4年度に向けて、教育委員会
の協力を得ながら、学校施設を活
用した児童クラブの施設整備（北
野、若松、牛沼、泉、宮前、安松）を
進め、児童クラブ人数の適正化を
図った。

法定受託事務 法定受託＋附加 446,248千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

児童福祉法、所沢市放課後児童健全育成事業の設備を及
び運営に関する基準を定める条例、所沢市立児童クラブ条
例　外

444,721千円

R2予算現額 R2決算額

①児童クラブ数

②児童クラブ登録人数

③

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

児童福祉法の規定に基づき、保護者が労働等により
昼間家庭にいない小学校児童に対し、授業の終了後
等に適切な遊びや生活の場を与えて、児童の健全育
成を図る。

1.50 人 100.0% 64.0%

100.0% 84.0%

R3実績

期間 0.94 人 R4目標

S43～ 7,501千円

R3年度に改善した点

61.6%

事業の種別

根拠法令

放課後こども健全
育成基本方針推進
事業

重要 自治事務

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

法定受託＋附加 304千円
①協議会の開催数

②

③
次世代育成支援対策推進法

269千円

R3その他職員
従事割合

指標名

重点事業達成率

R2予算現額 R2決算額

304千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

90千円

100.0%
①1回

②

③

R3目標

R4目標

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」
の推進に向けて、所沢市放課後児童対策
協議会において進捗状況を管理するととも
に、答申に基づき更なる充実を図る。

B

重点事業1「放課後児童健全育成
事業」は、民設民営児童クラブの開
所や学校施設活用による定員拡
大により、高い達成率となった。一
方、重点事業6「ふるさと所沢親子
で再発見事業」は、新型コロナの影
響により市民フェスティバルの大型
かるた大会が中止となったが、郷
土写真コンテストや児童館での郷
土かるた大会を実施し、前年度と
比較して達成率がやや上昇した。

R3年度に改善した点

「所沢市放課後こども健全育成基本方針」を推進する
ためには、本基本方針の第2期事業計画における6重
点事業を達成していくことが重要である。そのため、各
重点事業の達成率を指標とする。

目標設定の考え方・根拠

放課後児童健全育成事業は、今後も児童
クラブの定員を増やすために、引き続き学
校施設の活用を進める必要がある。教育
委員会等の関係課との協議の結果、令和
4年度予算で学校施設を活用した施設整
備を4クラブで実施できる見込みとなった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析
233

青少
年課

法定受託事務

H22～ 1,835千円

0.23 人

5,718千円

期間

一
般

所沢市放課後こども健全育成基本方針の6つの重点
事業の計画期間（令和2年度から5年間）について、事
業の進捗管理を行う。
また、諮問事項である、「放課後児童対策一体運営事
業の目指すべき今後の方向性」について答申を行う。

0.70 人

実施計画ランク

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

放課後に児童が安心して
過ごせる場を提供すること
で、児童の健全育成と、保
護者の就労の支援につな
がる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

保育士宿舎借上補
助事業

優先

R2～

期間

根拠法令

自治事務
①補助対象施設数

②

③

法定受託＋附加 7,731千円

一
般

法定受託事務

所沢市保育士宿舎借上補助事業費補助金交付要綱

0.34 人

事業の種別

R3決算額（見込み）

13,574千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3予算現額
事業を開始して２年目ということも
あり、前年度より利用者が増え、成
果目標値を達成することができた。
引き続き人材確保に向けて長期的
な視点で成果を推し量っていくべき
補助金であるため、今後も制度の
周知及び積極的な活用の呼びか
けを行っていく。

R3年度に改善した点

補助金の申請前に各施設へ補助金の実
施意向調査を行い、その際に過去に各施
設から寄せられた補助金の申請にかかる
質問についてFAQを作成し、情報共有を
図った。

補助対象保育士数

指標名

25人

R2目標

R3目標

前年度実績及び各施設への実施意向調査の結果によ
り設定した。

R3目標値が未達成の理由・分析

４．質の高い
教育をみん

なに

26人
補助金交付を通して保育
士を確保し、円滑な保育の
提供につなげた。

目標設定の考え方・根拠

A

R3実績

R2実績

補助金を利用しない理由を調査したとこ
ろ、対象者がいないという回答もあったた
め、施設だけでなく、保育士として働く方に
もこの補助金を知っていただき、遠方から
の保育士確保につながるよう周知を行い
たい。

保育士の確保、就業継続及び離職防止を図るため、
保育士の宿舎を借り上げている民間保育施設を運営
する者に対し、補助金を交付する。

0.46 人 20人

どのように貢献したか

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,713千円

保育
幼稚
園課

実施計画ランク

232
16人

15,669千円
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

0人

0人

会年職
員等

0人

目標値は当初予算積算時の想定人数であり、
実績値が目標値に達していないものの、各クラ
ブから全世帯に本事業を周知しており、本事業
を必要とする世帯が利用できている。

6,878人会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

7,752人

R2予算現額 R2決算額

96,058千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

958千円

会年職
員等

0人

①放課後児童対策一体運営事
業利用者数

②一体運営及び一体型のべ実
施日数

③

R2予算現額 R2決算額

8,690千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

8,219千円

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託＋附加

根拠法令

子ども・子育て支援法

指標名

放課後子ども総合
プラン推進事業

重要 8,690千円

事業の目的及び具体的な内容

8,250千円

自治事務 法定受託事務

R3目標

R2その他職員
従事割合

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうか
ごところ」の3つの事業を連携する上で生じ
る課題を整理し、各関係機関への働きか
けを進める。併せて、放課後子供教室の
新設については、教育委員会と連携をし、
方向性について検討していく。

既存のほうかごところと児童クラブ・生活クラブ
の連携状況について確認を行ったが、放課後児
童対策一体型及び連携型として実施する小学
校区が昨年同様の４小学校区のみだったため。
また、新たな放課後子供教室の設置に係る相談
を受けている小学校区はあるものの、新規開設
には至らなかった。

4校

R2目標

11校

R3目標値が未達成の理由・分析

4校11校

R3年度に改善した点

当該事業は、「児童館生活クラブ」「児童クラブ」
「ほうかごところ」の３つの放課後児童対策事業
の更なる連携等を図るため、その実施校区数を
指標とする。

当事業の更なる充実普及のために放課後
児童対策協議会に「放課後児童対策一体
運営事業の目指すべき今後の方向性につ
いて」諮問をしており、現在、審議中であ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

放課後児童対策一体型及び連携型の実
施校区数

R2実績

目標設定の考え方・根拠

B

放課後子供教室と放課後児童クラ
ブの連携について、昨年度と同
様、合計4校となった。
また、新規の放課後子供教室開設
については、引き続き教育委員会
と連携して検討していく。

R3実績

期間 0.12 人 R4目標

「児童館生活クラブ」「児童クラブ」「ほうかごところ」の3
つの放課後児童対策事業の更なる連携等を図ること
によって、より効果的、効率的な放課後対策の検討を
進める。

0.18 人

H23～ 11校

①１２５人

②１８１日

③

1,470千円

会年職
員等

233
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

54,440千円

本事業は、多子世帯や低所得世帯に対して児童クラ
ブ保育料の減額免除を行うことにより、子育て世帯の
支援を図るものである。

0.46 人

4,309千円

110,950千円

8,832人

放課後児童クラブ
子育て支援事業

R2目標

根拠法令

所沢市立児童クラブ条例、所沢市立児童館設置及び管理条例

事業の目的及び具体的な内容

47,558千円

R2正規職員
人件費

3,757千円

R2その他職員
従事割合

当該事業は、保育料の減額等により多子世帯や低所
得世帯に対する子育て支援を図ることを目的としてい
るため、のべ対象児童数を指標とする。

コロナにより臨時休所したクラブについて、
昨年度に引き続き、本事業を適用して保育
料を日割りで返還した。

R2実績

①事業実施クラブ数

②委託事業者数

③

のべ対象児童数
（コロナ臨時休所に伴う保育料返還を除
く）

指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

多子世帯及び低所得世帯における児童ク
ラブ保育料の負担を軽減し、安心して就業
できるよう、本事業を継続し、子育て世帯
の支援を図る。
また、感染症の拡大等の不測の事態によ
り保育料返還が発生した際に本事業を適
用する。

目標設定の考え方・根拠

B

本事業について、対象者に周知さ
れていることから、成果指標の目
標値を概ね達成し、一定の成果を
挙げられていると考える。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

①53クラブ

②13団体

③

R3目標 R3実績

8,064人 6,790人

期間 0.54 人 R4目標

H26～

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

低所得世帯や多子世帯の経
済的負担を軽減し、子育て世
帯を支援した。また、感染症の
拡大による保育料返還にも対
応できた。

どのように貢献したか

放課後児童対策３事業の
連携により、保育の質の更
なる向上や、運営の効率
化につながる。

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１１．住み続
けられるまち

づくりを
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

会年職
員等

0人

R3決算額（見込み）

231千円

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

160,308人

5,636千円
①347日

②634事業

③790人

0人

R2実績

会年職
員等

49回

R3実績

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額 指標名

45回

会年職
員等

0人

R2予算現額 R2決算額

1,466千円

R3予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
0.17 人 3,200個 1,600個

R3目標値が未達成の理由・分析

会年職
員等

0人
0.16 人 R4目標

R2予算現額 R2決算額

235千円

R3予算現額

R4目標

会年職
員等

一
般

事業の種別

B
R2目標

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

H24～ 4,708千円 342,000人

18歳未満の児童の健全育成を図るため、遊びを通じて健康
増進及び情操を豊かにするとともに、安全な居場所を提供す
る。
未就学児及びその保護者に対し、子育て・子育ちを支援す
る。
放課後留守家庭児童に対し、授業の終了後や長期学校休業
日等に適切な遊び及び生活の場を提供する。
なお、事業に民間の活力を導入することで、サービスのさら
なる向上を図るとともにコストの削減を図る。

0.69 人

0.59 人

R2その他職員
従事割合

454,328千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績

利用者を対象としたアンケート結果でも満
足度の高い結果となっている。
引き続き、モニタリング等を通じて、児童館
運営の適正を確保する。

342,000人 198,990人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 児童館は、児童に健全な遊びを与え、健康を増
進し情操を豊かにすることを目的に設置された
児童厚生施設であり、また、当該施設で生活ク
ラブや子育て支援を行うことを目的としているか
ら、その利用者数を指標とする。

新型コロナ感染症対策を行いながらも、い
かに満足度の高いイベントを効率的に実
施して、より多くの児童保護者に満足度の
高い施設運営を行うか事業者と相談しな
がら検討していった。

児童館運営事業
事業の目的及び具体的な内容

415,063千円

R2正規職員
人件費

R4目標

R3目標

昨年度に引き続き、新型コロナウイ
ルス感染対策をしながらも、各館で
来館者対応を工夫した結果、昨年
度に比べて利用者数は増加した。
また、利用制限を実施しながらも、
利用者アンケートの結果では、満
足度が高い評価を得ている。

487,989千円
①開館日数

②行事数

③生活クラブ入所者数

11児童館における利用者総数

新型コロナウイルス感染拡大防止を目的として、
一般来館の制限やイベントの中止を実施したた
め、依然としたコロナ前に比べて来館者数は少
ないが、各館でコロナ対策を徹底しながら工夫し
て事業を実施した結果、前年度に比べて約2割
多い来館者数となった。

443,285千円

342,000人

241
青少
年課

根拠法令

期間

根拠法令

242
青少
年課

実施計画ランク

期間

児童福祉法・所沢市立児童館設置及び管理条例

H15～ 878千円 45回

ふれあいタウン事
業 45回 45回

1,062千円
①59人

②

③

所沢駅周辺を巡回した回数

R2目標事業の目的及び具体的な内容

非行行為を青少年の問題としてだけではなく、地域社
会全体の問題として捉え、青少年が非行に巻き込ま
れるような状況の抑止対処、また所沢駅周辺の環境
浄化を目的とする。
所沢駅周辺を週末定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を行う事業を日本ガーディアンエンジェル
スに委託して実施している。

0.13 人

法定受託＋附加自治事務 法定受託事務

1,466千円-

R2正規職員
人件費

0.11 人

A

経験豊富なガーディアン・エンジェ
ルスメンバーが所沢駅周辺を週末
定期的に巡回して、青少年に対す
る声掛け等を実施することは、町
の風紀維持に大変効果があると考
えている。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

青少年の健全育成や、効果的な環境浄化
の方法などについて、検討していく。

R3決算額（見込み）

1,466千円

R3年度に改善した点

①ガーディアン・エンジェルス延
人数

②

③

令和2年度はコロナ禍で出来なかった、青
少年育成推進員に対する防犯研修を、令
和3年度から再開した。

R2実績

R3その他職員
従事割合

実施計画ランク 事業の種別

一
般

所沢駅周辺の環境浄化を目的としており、巡回
パトロールの回数を指標としている。

目標達成済

重要

指標名 目標設定の考え方・根拠

1,466千円

R3目標 R3実績

効果的な啓発活動を行うため、実施時期
や実施方法などの見直しを検討していく。

2,600個
新型コロナウイルス感染症の状況により、街頭
キャンペーンを中止した影響のため。

3,200個

C

青少年健全育成の実現には、継続
的に啓発活動を行うことが効果的
であり、全国的に展開する協調月
間に合わせて本市の青少年健全
育成に関わる各団体の協力を得て
活動を行うことは、大変有意義で
効果があると考えている。

街頭での啓発活動は中止となったが、関
係団体を通じて、7月と11月に啓発物品を
配布した。

400千円 ①啓発活動に協力した延団体
数

②啓発活動に協力した延人数

③啓発活動に協力したジュニア
推進員延人数

400千円

啓発物配布数

R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3決算額（見込み）

青少年健全育成広
報・啓発活動事業

-

3,200個

1,389千円
①73団体

②86人

③0人
1,277千円

期間

H10～

青少年が新たな社会の担い手として、非行に陥ること
なく、豊かな個性と能力を持った人間に成長する社会
環境を地域社会が主導して創っていくよう、市民全体
に呼びかける。
青少年の非行・被害防止及び青少年健全育成に係る
街頭啓発活動を市と青少年育成市民会議の主催によ
り、関係団体の協力を得ながら実施する。

R3正規職員
人件費

法定受託事務 法定受託＋附加

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

211千円

R3予算現額

182千円

R3年度に改善した点

青少年の非行・被害防止、また健全育成を目的
に街頭で啓発活動を行うので、啓発物の配布数
を指標とする。

241
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

期間 0.32 人 R4目標

2,554千円

R2予算現額 R2決算額

会年職
員等

0人

1,470千円
①175件

②360件

③

R3目標 R3実績

4.0% 2.3%

4.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容
R2その他職員
従事割合

- 280千円

R2目標

①小学生作文応募数

②中学生作文応募数

③

対象児童生徒数に対する作文応募数の
割合

根拠法令

280千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

引き続き、校長会で作品応募の依頼をした
り、公共施設等にポスターを掲示すること
により、応募数の維持、増加に努める。

指標名

R2実績

4.0% 1.9%

目標設定の考え方・根拠

C

作文応募数は、年により変動はあ
るが、一定数の応募はあると考え
ている。

R3年度に改善した点

家庭の日を認識してもらうことを目的に作文
を募集しているので、その応募数を指標とす
る。

当初予定していた表彰式の日程で、新型
コロナ感染者が急増したため、1か月延期
して実施した。

R3目標値が未達成の理由・分析

今年度は、コロナ前の水準に戻ってきたが、学
校により応募数のかたよりがある。

重要

0.18 人
241

青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

青少年を健全に育成するための最も重要な基盤であ
る家庭を改めて認識する「日」を設定し、家庭における
青少年健全育成への啓発を図る。
市内小学校3年生から中学校3年生を対象に、家庭を
基盤として青少年が未来に向けて考えていること（夢・
希望・提案）をテーマとした作文を募集し、優秀作品を
選考して、優秀者の表彰を行う。

S48～

「家庭の日」推進事
業

一
般

どのように貢献したか

乳幼児とその保護者、小中
学生の居場所作りとして貢
献した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

毎週の継続した活動によ
り、町の風紀を維持してい
る。

どのように貢献したか

活動を継続していること
で、市民全体が青少年の
育成に関心を持ち、地域形
成につながる。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

作文により、自分の家庭を
考え、またそれを読んだ人
も家庭について考える機会
を持った。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１１．住み続
けられるまち

づくりを自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

青少年課長　三上　佳明

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

会年職
員等

0.15人

5千円

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

1,960千円
①0人

②0人

③0人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

261千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

11人

11人

R2目標

10人

R2予算現額 R2決算額

72千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

1,062千円

377千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症の感染状況により、
外出が自粛されたことが影響したと思われる。

559千円

0.16 人

R2実績

R2予算現額 R2決算額

301千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

4,811千円

5,850千円

R3目標 R3実績

2,400人
①14件

②

③

1,126人

0人

R2目標

キャンプ用品等貸
出事業

期間 0.07 人 R4目標

30張

老朽化している大型テントの買い替えを計
画していたが、新型コロナウイルス感染症
の影響により貸出が低調なため、計画を
見直した。

344千円

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①2件

②106人

③

R3目標

C

新型コロナウイルス感染症の影響
により、キャンプ用具の貸出は、テ
ントに限らず利用が低調であり、や
むを得ないと考えている。

R3年度に改善した点目標設定の考え方・根拠

テント利用延数
自然の中での集団活動を目的のため、テントの
貸出数を指標とする。

キャンプ用具の有効活用や利用拡大に向
け、貸出方法の見直しなどを検討する。

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

Ｓ４９～

期間 R4目標

S40～ 718千円 11人

地域社会において、友愛精神をもって青少年に接し、
その相談相手となり、助言活動を行い、健全な青少年
育成に資するために、補助金を交付している。
当該団体は、レクリエーションやキャンプなどの活動を
通じて、学校や学年を超えた仲間づくり、リーダーを含
めた異年齢同士の交流を目的に事業を実施してい
る。

572千円 R3実績

事業の目的及び具体的な内容
青少年相談員協議
会補助金

根拠法令 埼玉県青少年相談員設置要綱・

青少年に対する活動が実施できず、相談
員のモチベーションを上げていくのが難し
かった。

12人

0.09 人

0.07 人

R3目標

A

R3年度に改善した点

埼玉県青少年相談員設置要綱の一部改
正に伴い、市の要綱について、委嘱者の
年齢制限を変更した。（18歳以上36歳以下
→15歳以上39歳以下）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①3回

②6人

③

青少年相談員の数を減らさないよ
う、工夫しながら会員の確保に努
めている。また、新型コロナウイル
ス感染症の影響により、計画して
いた事業は実施できなかったが、
会議や研修などを通じて、相談員
としてのスキルアップを図ってい
る。

①活動実施回数(研修含む)

②自主事業参加延人数(研修参
加人数)

③

青少年相談員の数の増加が活動の活性化につ
ながり、青少年の健全育成に資することから、相
談員の数を指標としている。

R2実績

指標名

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

目標設定の考え方・根拠

重要 法定受託事務 法定受託＋附加 72千円

0張

30張

相談員の登録人数

所沢市青少年相談員設置要綱・所沢市青少年相談員協議
会補助金交付要綱

72千円

自治事務

市内青少年に緑と土と太陽に親しませ自然の中での
集団活動を通じて、心身の健全な発達を図るためキャ
ンプ用具を貸し出す。

30張 0張

R3実績

指標名

根拠法令

所沢市「緑に親しむ運動」キャンプ用具の貸出要綱

事業の目的及び具体的な内容 R2実績

296千円

①利用件数

②利用延人数

③

1,307千円

期間 0.11 人 R4目標

S48～ 878千円 2,400人

青少年健全育成団体の連絡調整を図り、総合的事業
の企画を遂行する青少年育成所沢市民会議に対し、
その財源として補助を行う。
広報活動、かるた大会、街頭キャンペーン、各種ス
ポーツ大会等の実施のほか、地域青少年育成団体の
活動費の交付や青少年健全育成事業への助成を
行っている。

0.13 人 2,400人

本団体は、本市の青少年健全育成に
かかる中心的役割を担っている団体で
あり、歴史も古く、市全域への影響が大
きい。歴史を重ねる各スポーツ大会の
実施やふるさと意識の醸成に資する
「所沢郷土かるた」を用いた事業など参
加者も多く優良な事業を実施するほ
か、青少年の非行防止・健全育成を目
的に街頭啓発活動を中心になって実施
するなど、本市の青少年健全育成に大
変貢献している。今後も交付金の補助
額は維持しながら、市は同団体と連携
して青少年健全育成に取り組みたい。

R2予算現額 R2決算額

3,596千円

R3予算現額

R3年度に改善した点

新型コロナウイルス感染状況を見ながら
感染対策に配慮し、会議や事業を少しず
つ再開した。

新型コロナウイルス感染症の状況により、中止
となったスポーツ大会（サッカー、三道）があった
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

部会が中心となった組織運営の実施に向
けて、継続的に部会内の意見交換等を実
施する必要がある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

C
事業の目的及び具体的な内容

①スポーツ大会・家庭の日・非
行防止等の青少年健全育成に
係る事業の年間実施数

②

③

青少年体力つくりスポーツ大会参加者数
青少年の非行防止・健全育成を目的に各種事
業を行うので、代表的な事業であるスポーツ大
会への参加者数を指標とする。

5,850千円

自治事務

R2正規職員
人件費青少年育成所沢市

民会議交付金

根拠法令

重要 法定受託＋附加法定受託事務

R3目標値が未達成の理由・分析
R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

青少年育成所沢市民会議交付金交付要綱・所沢市補助金
等交付規則

242
青少
年課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

事業の具体的な内容及び目的

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

子ども会の異年齢集団による様々
な遊びや生活体験・自然体験に
は、子どもたちが協調性や自己決
定能力等を獲得する効果が期待で
きる。その活動を支える子ども会育
成会活動は、地域の人々が子ども
の健全育成に携わることを主眼と
しており、地域の教育力向上に寄
与している。新型コロナウイルス感
染症の影響で、子どもたちを集め
た事業をなかなかできない状況で
はあるが、今後も本事業を通じて
子ども会活動を支援していく。

14,470

14,440 15,804

14,440

14,440

R3年度に改善した点

子ども会の会員人数（人）
多くの子どもたちに子ども会活動へ参加してもら
えるよう、各小学校区の子ども会会員数を指標
とした。

各校区子ども会の活動状況に応じて、交
付金を交付するために、個別での説明会
を開催した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標 R3実績 新型コロナウイルス感染症の影響で、各
校区子ども会及び所沢市子ども会育成会
連絡協議会の従来通りの活動は難しくなっ
ているが、実施方法を工夫しながら充実し
たものとなるよう、継続して支援を実施す
る。

R4目標

2,346千円

社会教育法、所沢市校区子ども会育成交付金交付要綱、所沢市子
ども会育成会連絡協議会補助金交付要綱

2,353千円

R2目標 R2実績

①「彩の国21世紀郷土かるた」
所沢大会参加者数
②5年生インリーダー研修会参
加者数
③子ども会育成者研修会の参
加者数

737千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.37 人

子ども会育成事業

根拠法令

様々な生活体験・自然体験の機会を充実させ、子ども
たちの「生きる力」を育むため、子どもの自主性に基づ
く地域の子ども会活動の振興を図るために校区を単
位にその支援を行う。また、各校区子ども会育成会相
互の連携・情報交換・研修及び広域的な事業を行い
ながら、各校区子ども会育成会を支援している所沢市
子ども会育成会連絡協議会に対しても支援を行う。

0.24 人

S48～ 2,953千円

どのように貢献したか

研修に参加したり、過去の
事業の参加者に関連事業
の通知を発送し、つながり
を維持した。

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

キャンプ用品を提供するこ
とで、集団活動を行いやす
くする。

どのように貢献したか

コロナ禍での活動実施を試
み、今後の事業運営に生
かしていく。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

項目名

■ □ □

実績

評価者

社会教育担当参事　吉田　謙治

15千円

549千円

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2決算額

0千円

0千円

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.45 人

R3決算額（見込み）

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

3,186千円

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

新型コロナウイルス感染予防と拡大防止により
一部事業を中止したため。

事業を通じて多くの子どもたちの成長を促すため、市
内児童・生徒数に占める参加率を指標とし、前年度実
績以上の参加率を目標値とした。

R2予算現額 R2決算額

1,284千円

R3予算現額 R3決算額（見込み） ①各事業の開催延べ日数
②文学・イラストの応募作品数
③事業の参加者延べ人数

3,226千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円

新型コロナウイルス蔓延防止の観点から事業の
規模を縮小して行ったため。

R3目標

100.0%

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

234千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R4目標

R2その他職員
従事割合

0.25 人

R2予算現額 R2決算額

298千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

根拠法令

自然・社会体験学習や異年齢交流の場として、市内で
活動するボーイスカウト（2団体）、ガールスカウト（2団
体）、所沢サマースクール実行委員会に対して、青少
年活動が活発に行われることを期待して、補助金を交
付しその活動を支援する。

S50～

期間

目標設定の考え方・根拠

自治事務

指標名

法定受託事務 法定受託＋附加 549千円
①ボーイスカウト・ガールスカウ
ト部隊数
②ボーイスカウト・ガールスカウ
ト団員加入人数
③サマースクール参加児童数

549千円

自然・社会体験学習や異年齢交流の場としての事業
が活発に行われることを期待して活動を支援している
ため、団体の年間事業数を指標とする。

R2正規職員
人件費

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

653千円
①16部隊

②166人

③59人

300 156

新型コロナウイルス蔓延防止の観点から事業の
規模を縮小して行ったため。

1,995千円

感染症対策のため、中止になった事業
等があるため、成果指標の目標値はや
や下回っているが、各団はキャンプなど
野外活動の実施を中心に様々な活動を
行うとともに、市民文化フェアや市民
フェスティバル等での奉仕活動なども
行っており、本市の青少年健全育成へ
の貢献度は高い。また、公民館等で行
われる地区文化祭にも積極的に参加し
ており、地域のコミュニティ機能が変容
し地域の教育力低下が指摘されている
中、市内でのボーイスカウト・ガールス
カウトの活動意義は大きく、今後も活動
支援を継続していく。

B

感染症対策に配慮し活動内容を工夫しな
がら、積極的に活動を行った。

青少年団体活動助
成事業

社会教育法、ボーイスカウト補助金交付要綱、ガールスカウト補助
金交付要綱、所沢サマースクール実行委員会補助金交付要綱

事業の目的及び具体的な内容

300

R3目標

211

R3実績

R2目標 R2実績

0.08 人

一
般

①13日

②4,200点

③5,022人

0.39 人

R2実績

3,591千円

31.0%

R2予算現額 R2決算額

R4目標

根拠法令

300

指標名

R2目標

①参加団体数

②来場者数

100.0%

100.0%

R4目標

指標名

0.12 人

重要 自治事務 法定受託＋附加

期間

R3年度に改善した点

0.45 人

地域の青少年健全育成を図っているボー
イスカウト・ガールスカウト、日常では経験
することができない青少年体験活動を実
施する所沢サマースクールの活動意義は
大きく、行政との連携は必要であり、今後
とも必要な支援を継続していく。

B

R3年度に改善した点

補助事業の年間事業数（件）

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

社会教育法、
所沢こどもルネサンス実行委員会補助金交付要綱

市内児童・生徒の事業参加率（％）

所沢こどもルネサ
ンス開催支援事業

H2～

青少年教育の振興を図ることを目的とし、子どもたち
の感性や表現力を養う文芸・イラスト・合唱など様々な
事業を行う所沢こどもルネサンス実行委員会に補助
金を交付して活動を支援するとともに、開催報告集の
作成等を行う。

20.9%

新型コロナウイルス感染症の影響も大きく
なっているが、対策を取りながら対面での
活動に戻していくことが課題である。子ども
達の体験活動の場を継続していくために、
社会教育課としても積極的に支援してい
く。

事業の目的及び具体的な内容

目標設定の考え方・根拠

実行委員会が主体となり、多くの事
業を通じて子どもたちの健全育成
に貢献して、一定の成果を上げて
いるとともに、、新型コロナウイルス
禍においても、実行委員会が主体
的になり、話し合いを重ねながら出
来ることを考えて、事業を実施して
いる。学校教育の枠を超えて、子
どもたちが自分たちの感性を伸ば
せる場をより多く提供できるよう、
引き続き支援をしていく。

11.0%31.0%

31.0%

R3目標

所沢こどもルネサンスのホームページでの
情報発信に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

子ども写生大会開
催事業

期間

子どもたちが野外で絵を描くことによって、自然の美し
さや物の形のおもしろさに親しみ、美しいと感じる心や
表現力を育てることを目的に、西武園ゆうえんち及び
株式会社サクラクレパスの協賛を得て、所沢市子ども
写生大会を開催する。さらに、入賞作品の展示会や市
内小中学校への巡回展を合わせて開催する。

S61～

R3年度に改善した点

事業の目的及び具体的な内容

①提出された作品数
②写生大会当日の参加者数
③作品展の参加者数

子どもの作品提出率（％）

指標名

参加した子どもたちの多くに絵を描いてもらえるよう、
作品の提出率を指標とし、90％を超えることを目標値
とする。

目標設定の考え方・根拠

R2実績

0千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新型コロナウイルス感染症の影響で、写
生大会が開催できていない。実行委員会
と協賛企業と今後の開催方針等を協議し
ながら、令和4年度に開催できるように準
備を進めたい。

90.0%

R2目標

新型コロナウイルス感染症の影響で、令和３年
度に所沢市子ども写生大会を実施しなかったた
め。

90.0%

令和３年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響で所沢市子ども写生
大会を実施しなかったが、全国有
数の歴史を持つ写生大会であり、
野外で絵を描く機会や家族がふれ
あう場を提供するだけでなく、行
政・協賛企業（民間）・実行委員会
（ボランティア）・学校の連携によっ
て実施されていることに大きな意義
があると評価も高い。今後も各方
面からの協力をいただきながら、継
続して実施していきたい。

-

特になし。（写生大会中止のため）

R3実績

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 266千円

社会教育法、文化芸術振興基本法
所沢市子ども写生大会実行委員会交付金交付要綱

0千円

根拠法令 R3予算現額

0.0%

3,431千円

①0点
②0人
③0人

0.42 人

90.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

0.0%

R3目標

243
社会
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

― 自治事務 法定受託事務

H4～

法定受託事務

243

期間

根拠法令

310千円

310千円
社会教育法、ところざわ人形劇フェスティバル実行委員会補
助金交付要綱

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

R3年度に改善した点

来場者の満足度（％）
人形劇の上演を通じて、子どもたちの感受性を育むこ
と等を目的としているため、来場者アンケート結果を指
標とする。

感染症対策として事前申し込み制とし、３
密を回避した。

R2目標 R2実績
B

感染症対策に配慮し、工夫して事業を
実施することで、成果指標の目標値も
ほぼ達成しており、一定の評価を得て
はいるが、実行委員の高齢化など運営
面での課題が指摘されている。テレビ
やインターネットなど映像に触れる機会
が多い中、実際に公演を見ることで子
どもたちの豊かな感受性や想像力を育
む場として、また、アマチュア人形劇団
の交流と研鑽の場でもある本事業を継
続するためにも、実行委員会とともに、
よりよい運営に向けて検討を進めてい
きたい。 感染症対策に配慮しつつ、子どもたちが直

接人形劇と触れ合い、感受性を育む機会
が継続できるよう実行委員会を支援してい
く。

96.9%

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,062千円

①8

②63人

R3実績

ところざわ人形劇
フェスティバル開催
支援事業

958千円

開催中止0.13 人

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

目標設定の考え方・根拠

人形劇を通じて子どもたちの夢や希望・情操を育て、
感受性を育み、青少年教育の振興を図ることを目的と
して開催する人形劇フェスティバルについて、補助金
を交付して開催を支援する。

3,591千円

R4目標

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供している。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

子どもたちの感受性を育む
機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

地域での体験活動の機会
を提供した。

どのように貢献したか

子どもたちの自然・社会体
験の活動機会を提供した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

47/142



SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

108人

177,190千円

R2その他職員
従事割合

R2決算額

会年職
員等

100.0%

R3予算現額 R3決算額（見込み）

56,504千円

R3その他職員
従事割合

2,042千円

会年職
員等

47人
0.25 人

47人
R4目標

54,228千円

59,789千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

110人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

168,387千円

①研究委託校数

②

③

R2予算現額 R2決算額

579千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,110千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

24,504千円

R4目標

2,394千円

会年職
員等

R3目標 R3実績

R3予算現額 R3決算額（見込み）

31,978千円

29,902千円

R2決算額R2予算現額

「学び創造アクティ
ブＰＬＵＳ」学力向
上推進事業

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

法定受託事務 法定受託＋附加重要

所沢市学力向上支援講師設置要綱

事業の目的及び具体的な内容学力向上支援講師
配置事業

期間

単独で授業ができる教員有資格者を配置し、教員が
教材研究等授業準備の時間や児童生徒と向き合う時
間を増やし、よりきめ細かな指導を実現させることに
よって児童生徒の学力向上を図る。

H27～

多くの学校から配置要望が出されているこ
とから、よりきめ細かな指導を実現するた
めに効果を検証し、財政状況を鑑みながら
事業拡大を図っていきたい。

A

R3年度に改善した点

学校の課題解決、学び創造アクティブPLUSクリエイト
研究校等、積極的な教育活動を展開するために教員
を必要とする学校に配置し、事業の目的である学力向
上に効果的であったか検証するため。

各学校のニーズを精査し、配置校を見直し
た。

R2目標

根拠法令 満足度

目標設定の考え方・根拠

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、講師を必要としている学校の
ニーズに応え、一定の成果が挙げ
られていると考えている。

100.0%

①学力向上支援講師採用人数

②配置校

③

自治事務

指標名

30,537千円

R2実績

100.0%

100.0%

30,376千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

12人

100.0%

R3その他職員
従事割合

0.30 人

①12人

②小学校5校、中学校7校

③

3.00 人

R3正規職員
人件費

100.0%

12人

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

H23～

事業の目的及び具体的な内容

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

学習指導要領

0.95 人

2,282千円

学校・家庭・地域それぞれが、「学力向上に向けた３つ
の目標」を踏まえた取り組みを推進し、地域総がかり
で市内児童生徒の学力向上を図る。

7,760千円

R2正規職員
人件費

2,251千円

R3正規職員
人件費

指標名

100.0% 100.0%

R3年度に改善した点

研究委託校における授業実績

研究委託校の取組が、児童生徒の学力向上又
は意欲向上に寄与したことを検証する事が必要
であり、その旨成果があったと報告された学校
の割合を指標としている。

新型コロナウイルス感染拡大を踏まえ、推進委
員会、研究発表会をオンラインで開催した。ま
た、各学校から取組の進捗状況調査について
負担軽減の観点からアンケートフォームを活用
して回答を依頼した。各学校・保護者・地域への
啓発の観点からリーフレットを刷新し、配付し
た。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標値が未達成の理由・分析

進捗状況調査を通して明らかになった課
題を校長会を通して周知し、学力向上推進
事業をさらに充実させていく。また、令和３
年度に作成した「授業改善チェックシート」
の周知、学校指導訪問での活用等を図っ
ていく。100.0%

①１７校

②

③

R3目標

100.0%

R4目標

R3実績

100.0%

令和３年度は、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けたが、研究委
託を受けた全ての学校で研究を進
めることができた。

R2実績

期間 0.95 人

-

優先

7,581千円

0.65 人

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

R2予算現額

法定受託事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

B

目標設定の考え方・根拠

R2目標

満足度
※心身障害児介助員についてはH28より教育
総務課から事務移管された。満足度はH28以
降、特別支援教育支援員と心身障害児介助員
の平均値としている。R2も同様とする。

特別支援教育支援員、心身障害児介助員が学
校の実情に応じて、適切な支援ができているか
を検証するため、配置校からの報告結果を指標
としている。

R3目標

法定受託＋附加 185,787千円

189,727千円

根拠法令

R2正規職員
人件費251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

成果指標の目標値を達成してお
り、通常の学級、特別支援学級に
おける配慮を要する児童に対する
学習支援や日常生活上の介助な
どの支援が適切に行われ、一定の
成果をあげていると考えている。

R2実績

①特別支援教育支援員採用人
数

②心身障害児介助員採用人数

③

R3年度に改善した点

特別支援教育支援員と心身障害児介助員
は、新型コロナウイルス感染症防止の観
点から、短縮ではあるが対面による研修に
て資質の向上を図った。また、心身障害児
介助員については、特別支援学級の増設
に伴い、配置人数の拡大をした。R2目標

通常の学級において個別の支援が必要な児童
生徒や、特別支援学級において介助の必要な
児童生徒が増加しており、今後も教育的ニーズ
に応じた指導の充実を図るため、事業を拡大し
ていく。また、研修会等の内容を充実させ、特別
支援教育支援員と心身障害児介助員の資質向
上を図っていく。

R4目標

100.0%

100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3実績

目標達成済

H20～ 5,187千円 100.0%

特別支援教育に関する知識や意欲のある人材を市立
小・中学校に配置する。
特別支援教育支援員は、全小・中学校に配置し通常
学級の支援を行い、心身障害児介助員については特
別支援学級等設置校に配置し、特別支援学級での支
援を行う。

5,309千円
①50人

②60人

③

0.65 人 100.0%

特別支援教育支援
員等配置事業

期間

R2実績

-

指標名R2予算現額

R2目標
251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

原則として教員資格を有する人材を市立小・中学校に
学習支援員として配置し、少人数指導など個に応じた
指導の充実を図る事を目的として、学校の実情に応じ
て次の活動を行う。
①授業における教科指導補助
②少人数指導時の補助
③英語教育、コンピュータ教育の補助

自治事務

学習支援員配置事
業

― 法定受託事務

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加 56,098千円

R3年度に改善した点

学習支援員が学校の実情に応じて、適切な支援
ができているかを検証するため、配置校からの
報告結果を指標としている。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

①学習支援員採用人数

②延勤務時間

③

満足度

R2決算額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるが、配置の効果を検証し、更なる
効果的な活用を検討した上で、質の確保
ができるように努める。質の確保ができる
ようならば、予算を考慮し、増員配置等を
行い、事業の拡大をする。

目標達成済

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

R3目標値が未達成の理由・分析

H14～

100.0% 100.0%

①47人

②35,332時間

③

R3目標 R3実績

100.0%
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0%

100.0%

期間 0.25 人

1,995千円

どのように貢献したか

少人数指導など個に応じ
た指導の充実を図ってい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

一人一人の教育的ニーズ
に応じた指導の充実によ
り、質の高い教育に貢献し
ている。

どのように貢献したか

本事業は、質の高い教育
を目指すことと同義であり、
地域との連携を通して住み
続けられる地域づくりに貢
献している。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学力向上支援講師を配置
することによって、より細か
な指導を実現し、質の高い
教育に貢献している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

0人

会年職
員等

0人

0千円

151,910千円

R2決算額

14,742千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

中止

①中止のため無し

②中止のため無し

③

0.40 人

R3目標値が未達成の理由・分析

0千円

報告回数

①派遣中学生数

②派遣率（派遣生徒数／在籍
中学生数）

③

5,606千円

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

新型コロナコロナウイルス感染症の影響を受
け、マチごとエコタウン推進課の進める地球にや
さしい学校の取組が困難であったため。

90.0%

中止

会年職
員等

0人

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

798千円

0.10 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、職場体験の実施が困難であったため。

0.15 人

R2目標

指標名

R3目標

会年職
員等

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

法定受託＋附加

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

各校1名であると、支援を必要としている全
ての児童生徒に十分な支援ができない現
状であるが、配置の効果を検証し、更なる
効果的な活用を検討した上で、質の確保
ができるように努める。質の確保ができる
ようならば、予算を考慮し、増員配置等を
行い、事業の拡大をする。

目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標値を達成してお
り、学習支援員を全小・中学校に1
人ずつ配置し、教科指導において
少人数指導や、児童生徒の個に応
じた支援など、各学校のニーズに
応じたきめ細かな指導が行われ、
一定の成果をあげていると考えて
いる。

確かな学力定着事
業

重要 22,997千円

学習指導要領 17,917千円

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

①埼玉県学力学習状況調査の
実施人数

②学びノートの配布児童生徒数

③

R3年度に改善した点

所沢市内の児童生徒一人一人に確かな学力を
身につけさせる事を目的とした事業であるため、
埼玉県学力学習状況調査結果を指標としてい
る。

昨年度に引き続き、学校への配置にあ
たって、学校からの評価や教科等の希望
を参考にしたり、担当者が積極的に訪問し
たりすることで、児童生徒へのより充実し
た支援を行うことができた。

自治事務 法定受託事務

一
般 0.35 人

62.0%

62.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

埼玉県学力学習状況調査の正答率

目標達成済

R3実績

R2予算現額

①15,493人

②23,763人

③
期間 0.35 人 R4目標

2,793千円

児童生徒一人一人に確かな学力を身につけさせる事
を目的とし、次の活動を行う。
①埼玉県学力学習状況調査及びステップアップ調査
を実施し、児童生徒一人一人の評価資料を得て、そ
の分析をもとに指導に活かす。
②市独自の「学びノート」については、必要に応じて
ホームページからダウンロードする方法にて、学校・
家庭における効果的な活用を促進する。H15～

2,859千円

62.0% －

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

62.0%

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

0.0%

100.0%

R3年度に改善した点

①参加人数

②実施事業所数

③

体験活動への参加人数 or 参加人数/学
校在籍人数

所沢市内の中学校が進路・キャリア教育の一環
で実施指定している事業であるため、全生徒が
対象となっている。 特になし。

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

-

根拠法令

R2予算現額 R2決算額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

50千円150千円

R3実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 150千円

事業の目的及び具体的な内容中学生社会体験
チャレンジ事業

1,225千円

H12～ 1,197千円

①0人

②0事業所

③

R3目標 新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から、今年度についても、職場体験を実施
できるかどうかは不透明である。生徒の安
全面・健康面を最優先しながら、各校にて
工夫を図り、キャリア教育を推進していく必
要がある。100.0%

-

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、すべての中学校で
事業を中止としたため、評価でき
ず。

0.0%

H15～

期間 0.15 人 R4目標

中学生が近隣の事業所を訪問し、2～3日間の職場体
験を行うことで、生徒の自己理解を深めるとともに、望
ましい職業観、勤労観を育む。

100.0%

R2予算現額 R2決算額

①省エネ運動の取組

②資源循環活動の取組

③

地球にやさしい学
校づくり推進事業

R3実績

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

― 法定受託＋附加 0千円

R3年度に改善した点

地球にやさしい学校大賞活動報告書（省
エネ運動・資源循環活動の実施率の平
均）。

所沢市内の児童生徒一人ひとりが、省エネ運動、資源
循環活動に実際に取り組むことにより持続可能な社会
作りの担い手としての力をつけさせることを目的とした
事業であるため、活動報告を指標とし、更なる実施率
の向上を目指す。

特になし

R2目標 R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウイルス感染症拡大防
止の観点から、すべての中学校で
事業を中止としたため、評価でき
ず。

事業の目的及び具体的な内容

児童生徒、教職員の環境意識を高める教育活動を通
して、環境に配慮した学校づくりを進めることにより、
持続可能な社会づくりの担い手を育む。

0.10 人

根拠法令

- 0千円

自治事務 法定受託事務

23.4%

95.0%
事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

817千円
①11事例

②11事例

③

R3目標

地球にやさしい取組について、児童生徒が
主体的に行動できるように、各校へ働きか
ける。

90.0%

R4目標

251
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

中学生海外文化交
流派遣事業

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容

自治事務

H11～

-

事業が中止されたため。
R2目標

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から
中止となった。

中止

中止 中止

R4目標

指標名

R3目標

R3年度に改善した点

参加した生徒の貴重な体験を、参加していない
他の生徒にも波及させていくことが重要であると
考えるため、報告会を指標としている。 特になし。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

参加した生徒だけでなく、その学校や地域
に向けて発信することが必要である。

中止

R3実績

R2実績

目標設定の考え方・根拠

3,267千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

3,192千円

0.40 人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

各中学校長から推薦された30名の生徒を海外に派遣
し、現地校の生徒との交流やグループ活動等を通し
て、国際社会に対応できる人材の育成を図る。

期間

― 法定受託事務 法定受託＋附加

-

どのように貢献したか

中止のため無し。

どのように貢献したか

本事業は、ＥＳＤの観点か
らも重要であり、SDGsの各
観点の達成に直結してい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

１１．住み続
けられるまち

づくりを

７．エネルギー
をみんなにそ
してクリーンに

１５．陸の豊
かさも守ろう

どのように貢献したか

働くことの意義ややりが
い、また、大変さも経験す
ることで、今後の自分の進
路を考える機会となる。

どのように貢献したか

市内全児童生徒に対して、基
礎・基本の定着を図るための
「学びノート」をオンラインドリ
ルとして、授業や家庭学習に
て活用した。

４．質の高い
教育をみん

なに

８．働きがい
も経済成長

も

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

44人

1,081千円

R2その他職員
従事割合

124,033千円

会年職
員等

16人

R3決算額（見込み）

80千円

R2その他職員
従事割合

1,270千円

会年職
員等

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済95.0%

R3実績

①４０人

R4目標

会年職
員等

16人

R2予算現額 R2決算額

12,167千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

11,788千円13,885千円

13,113千円

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

129,492千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

会年職
員等

44人

R2実績

100.0%会年職
員等

4人

会年職
員等

132,443千円

①研修会参加者数

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,432千円

130,647千円

R2目標

教育公務員特例法

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

資質向上事業

R3年度に改善した点

①研修会参加者数

内容についての参加者満足度
「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

感染症拡大下にあっても、オンライン、オ
ンデマンド等、「教師の学びと止めない」た
めの方法を工夫し、研修会の中止数を最
小限にした。

97.0%

95.0% 97.0%

R3目標

目標達成済

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額 指標名 目標設定の考え方・根拠

7,501千円

R3実績

1,270千円

R2正規職員
人件費

R2決算額

40千円

R3予算現額

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

11,272千円

①410名

感染収束状況下においては、「受講者同士の対
話が必要（若しくは有効）な場合は集合型にす
る」、「講師から受講者へ伝達のみの場合はオ
ンライン（若しくはオンデマンド）にする」等、効果
を見極め、研修会を企画した。２年次教員研修
をグループ型にし、若手教員同士のつながりを
深めながら力量を高める研修にした。

1.38 人 95.0%

95.0%

A

オンラインなど開催方法を工夫し
て、当初予定した１２研修会のう
ち、１１研修会を実施した。研修会
の参会者の満足度が100％に近い
ため、目標を達成できたといえる。
集合型で開催できた研修会は２つ
に止まった。対面で話を聴きたいと
いう声が複数聞かれた。感染症対
策により、集合できないため、初任
者同士の人間関係が希薄になって
しまった。

期間 0.94 人 R4目標

【目的】教員としての多様なキャリアステージに応じた
研修の場を提供し、広い視野と実践的指導力を養うと
ともに、人間性や社会性を高め、教員としての資質向
上を図る。
【内容】①年次経験者研修支援②２年次教員研修③ミ
ドルリーダー研修員研修④校内研修指導者派遣⑤研
究員合同研修会⑥校務分掌等に応じた13の研修会
の実施S46～

R2実績R2目標事業の目的及び具体的な内容

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

251
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

学習指導要領

【目的】小学校外国語支援員を派遣し、担任が行
う外国語活動の授業を支援するとともに、外国語
活動の充実を図る。
【内容】小学校外国語支援員（16名）を市内32校
に派遣し、5・6年生すべての外国語の時間に配
置している。

優先 自治事務

目標設定の考え方・根拠

A

R3年度に改善した点

開催方法を工夫して、当初予定し
た研修会を全て実施できた。英語
サロンの参会者の満足度が100％
のため、目標を達成できたといえ
る。英語サロンの１回は、集合型で
開催できなかった。対面で話を聴き
たいという声が複数聞かれた。

特に、１年目の外国語支援員の力量向上
が課題である。どのように、授業に参画す
ればよいのか、理解できるようにするた
め、ベテランの外国語支援員の授業中の
様子を参観する研修会を実施した。

100.0%

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

より多くの外国語支援員が勤務時間内に
研修ができるように、英語サロンの開催日
時を調整した。１年目の外国語支援員に
とっては、貴重かつ重要な研修の機会で
あった。

内容についての参加者満足度

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

95.0%

100.0%

R3目標

①「英語サロン」の参加者数

R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

H23～ 95.0%

2,042千円

期間 0.62 人

4,948千円

小学校外国語活動
推進事業

事業の具体的な内容及び目的

0.25 人

R2正規職員
人件費

251

【目的】今日的な教育課題を踏まえ、幅広い見地から
情報を得ながら、教員の指導力向上に向けた実践的
な教育についての研修の場を提供するとともに、人的
支援を行うことで、児童生徒の学力向上を図る。
【内容】①学び創造アクティブPLUSの研究委託校の校
内研修をサポートし、市内に広める研修会を実施②今
日的な教育課題や教科等における指導力向上の研
修会を実施。

事業の種別

教育
セン
ター

法定受託事務 法定受託＋附加

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

感染収束状況下においては、「受講者同
士の対話が必要（若しくは有効）な場合は
集合型にする」、「講師から受講者へ伝達
のみの場合はオンライン（若しくはオンデ
マンド）にする」等、効果を見極め、研修会
を企画している。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R3目標

99.0%

R3実績

R4目標

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容教育課題に対応し
た学力向上推進事
業

①501人

目標設定の考え方・根拠

A

学習指導要領

1.38 人

R2目標

5,746千円

R3年度に改善した点

オンラインなど開催方法を工夫し
て、当初予定した１４研修会全てを
実施できた。参会者の満足度が
100％に近いため、目標を達成でき
たといえる.。しかし、集合型で開催
できた研修会は１つに止まった。対
面で話を聴きたいという声が複数
聞かれた。

R2実績

98.0%

内容についての参加者満足度

指標名

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケート回答
数

感染症拡大下にあっても、オンライン、オ
ンデマンド等、「教師の学びを止めない」た
めの方法を工夫し、研修会の中止数を最
小限にした。

95.0%

95.0%

11,272千円

期間 0.72 人

H14～

一
般

実施計画ランク

R4目標

95.0%

100.0% 100.0%

指標名

R１～ 798千円

①4人

②中学校4校

③運動部活動2校、文化部活動
2校

地域人材を活用して、部活動の技術指導や大会等へ
の引率を行うことを職務とする部活動指導員を配置
し、教員の負担の軽減並びに専門的な技術指導によ
る部活動の充実及び活性化を図る。

0.10 人

R3正規職員
人件費

4人

目標達成済

R3実績

学校教育法施行規則、所沢市部活動指導員設置要綱 1,465千円

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

部活動指導員の配置が、部活動の充実及び活
性化に効果的であったか検証する。

100.0%

R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託事務 法定受託＋附加 1,479千円

部活動指導員配置
事業

根拠法令

指標名

R3その他職員
従事割合

R3目標

R2予算現額 R2決算額

感染症拡大防止と教職員の業務負担軽減
の観点から、部活動の実施内容等を精査
するよう、各学校に指導した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

充実した部活動と教職員の働き方改革を
実現するために効果を検証するとともに、
部活動の地域以降に向けた国・県の動き
を注視し、財政状況を鑑みながら事業拡
大を図っていきたい。

①部活動指導員採用人数

②配置校

③配置部活動

満足度

目標設定の考え方・根拠

A

部活動指導員の配置により、生徒
は専門性の高い技術指導を受ける
ことができる。大会等への引率を
単独で行うことができ、教職員の負
担を軽減することもできる。これら
のことから、事業の効果が高いと
考えられるため、今後も事業を継
続していく。

R3年度に改善した点

100.0%
251

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

817千円

期間 0.10 人

― 自治事務

どのように貢献したか

人材育成の視点から、キャ
リアステージに応じた市内
教職員の指導力向上を
図った。

どのように貢献したか

小学校段階の外国語教育
の水準向上に向け、人材
の育成と配置を行った。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

感染症拡大下にあっても
児童生徒の学びを保障す
る研修を実施した。

４．質の高い
教育をみん

なに

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

部活動指導員配置事業に
より、教員の負担軽減や専
門的な技術指導による部
活動の充実を図った。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

261千円

32人

会年職
員等

33人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,197千円

R2予算現額 R2決算額

264千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠指標名

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2目標

①47校

②81点

③

R3目標408千円

①巡回校数

②巡回作品数

③

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

303千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

301千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

44人

59人

R2予算現額 R2決算額

34,309千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

37,285千円37,992千円

R3目標値が未達成の理由・分析

8,985千円

①児童生徒・保護者等からの相
談件数

②心のふれあい相談員への相
談件数

③

いじめの解消率
（１２月末日現在）

①873件

②17,055件

③

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

63.0%

48.7%

R2予算現額 R2決算額

53,957千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3年度に改善した点

本事業が、いじめ、非行問題行動等の課題に対
する支援と児童生徒の健全育成を目的とするた
め、その中でもいじめの解消率を指標とする。

いじめ防止対策推進法を基にした対応の
ポイントをまとめた資料を校・園長会で配
布し、初期対応の大切さについて周知し
た。また、生徒指導訪問や生徒指導主任
研修会においても対応のポイントについて
指導・助言し、教職員にも周知した。

「所沢市いじめ防止基本方針」では、いじめの解
消の要件として“被害者に対する心理的又は物
理的な影響を与える行為が止んでいる状態が
相当な期間（少なくとも3ヶ月が目安）継続してい
ること。”がある。12月末日の解消のためには、9
月中にいじめに係る行為が止んでいる必要があ
り、まだ解決に向けて経過を見届けている状態
であるものが多くある。

指標名 目標設定の考え方・根拠

A252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

複製名画巡回事業

学校司書配置事業
（小・中学校）

根拠法令

学校図書館法

R3年度に改善した点

R2実績

R3目標 R3実績

学校司書を配置したことにより、利用しやすい図
書室になったかどうかをはかるため、配置校の1
日の平均利用人数を指標とする。

学校司書の全校配置を行った。
学校司書研修会（初任者を対象とした研修
会・基本的な業務内容等）を１回開催し、
学校司書の資質の向上を図ることができ
た。

学校司書の配置により、利用しや
すい学校図書館へ改善されてきて
いるが、各学校による差が顕著に
表れている。
今後も、授業での積極的な活用、
休み時間の学校図書館開放、記録
を確実に残す工夫等を研修会にお
いて指導していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

学校司書は、学校図書館利用の一層の促
進に効果をあげていることから、改正学校
図書館法の趣旨を踏まえ、全校配置を継
続できるよう努力する。学校司書の研修会
を学校図書館主任研修会と合同で開催
し、学校図書館運営の更なる充実を目指
す。

コロナウイルス感染症予防措置のため、学校図
書館の開館日数が少なかったことや学習活動に
制限があったことなどが影響していると思われ
る。前年度のデータとの単純な比較はできない
ものの、コロナウイルス感染症防止のための工
夫がなされるにつれて、学校図書館の利用者数
が増加したと考えられる。

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 35,536千円
①1年間の平均貸出冊数
　　（小学校）
②1年間の平均利用人数
　　（小学校）
③

学校司書配置小学校の1日の平均利用
人数。

事業の目的及び具体的な内容 R2目標

学校図書館の円滑な管理、運営と一層の充実を図る
ため、学校司書（臨時的任用職員）が、校長の方針に
基づき、主に次の学校図書館業務を行う。
①図書の整理
②図書及び図書館活用の情報宣伝
③図書館利用授業の補助
④図書の貸出の補助

0.40 人 80人

3,267千円
①13,472冊（小学校）

②12,051人（小学校）

③

80人

80人

一
般

期間 0.40 人 R4目標

H23～ 3,192千円

会年職
員等

33人

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

自治事務

期間

― 法定受託事務 法定受託＋附加

B

根拠法令

-

児童生徒の美術を愛好する心を育てる事を目的
としているため、児童生徒の名画への関心度を
指標とする。

事業の目的及び具体的な内容

R2予算現額

児童生徒の関心度

R2実績

0.05 人

301千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

指標名

303千円

市立小・中学校の児童生徒に名画鑑賞の機会を確保
し、美術を愛好する豊かな心を育てる。
①学校教育課所有の複製名画を委託業者により各
小・中学校へ巡回移動し、校内で展示し鑑賞する。
②年3回、巡回期日に作品を次校へ移動する。（16
コースに分けて巡回する）

0.05 人 85.0% 52.0%

R3実績

目標設定の考え方・根拠R2決算額

児童生徒の名画への関心を高めるため、
引き続き、積極的に名画を授業で使用して
もらうように促すとともに、児童生徒の芸術
的感性を育成し、文化的価値の承継を図
る。

85.0% 50.0%

85.0%

引き続き、学校においては美術の
授業の時間に名画をもっと活用す
るなど、より一層名画鑑賞の機会
を増やし、名画を通じて文化的価
値の継承の必要がある。

R3年度に改善した点

授業で名画を使用するなどの学校が増加
した。

令和2年度と比べて児童生徒の名画への関心度
が低下した理由として、設置場所等を各学校で
工夫したが、新型コロナウイルスによる臨時休
業により、授業日が減少したことも原因として考
えられる。R4目標

H3～ 399千円

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校人権教育啓発
資料発行事業

根拠法令

273千円

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 273千円

90.0%

100.0%

1,225千円

①作文応募の割合

②標語応募の割合

③
-

B

R3実績R3目標

R2目標

学校における人権教育の推進を図ることを目的
としているため、小・中学校が人権に関する作
文・標語に応募した割合を指標とする。

R3目標値が未達成の理由・分析

人権作文集の配布時期を早め、人権作文
や人権標語の取り組みの際に、昨年度の
人権作文集が活用できるようにした。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2実績

98.9%

97.1%

令和４年度も引き続き、新型コロナウイルスの関
係上、取組が難しい学校が予想されるが、人権
感覚を養うことは重要であるため、その趣旨を
十分理解していただけるよう情報提供をしてい
く。また、配布した人権作文集を通して、他者の
痛みを共有できる豊かな人間性を醸成できるよ
う活用を呼び掛けていく。

例年、全ての小・中学校において
取り組まれ、人権教育実践の機会
の一つとなっている。

R3年度に改善した点

人権作文及び人権標語に応募した学校
の割合。

事業の目的及び具体的な内容

小・中学校における人権教育を推進し、他者の痛みを
共有できる豊かな人間性を醸成するため、人権文集
を発行・配布し、活用する。
各校から人権に関する作文・標語を募集する。
人権教育における学校教育と社会教育の連携を図
る。

0.15 人

①１００％

②１００％

③

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

期間 0.15 人 R4目標

H4～ 90.0%

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

健やか輝き支援事
業

根拠法令

①いじめ、非行問題行動、怠学・非行による不登校、
就学等に関わる相談に対応し、学校のニーズに基づ
いて、個々の児童生徒に応じた支援を行う。
②大学との連携により、大学院生や学生を小・中学校
に派遣し、発達障害や不登校傾向の児童生徒の支援
を行う。

優先 自治事務

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

引き続き解消率の向上に努める。
また、全ての事案が解消するまで
対応し、見届けを行うよう、学校と
連携し対応する。

R2目標

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

いじめの重大事態が発生した際、より機動
的な対応を取ることができるよう、組織等
を整備する。

R2実績

R3実績

50.9%

法定受託事務 法定受託＋附加 62,535千円

いじめ防止対策推進法、所沢市いじめ問題対策委員会条
例、所沢市健やか輝き支援員設置要綱

63,727千円

事業の目的及び具体的な内容

1.10 人

H14～ 8,778千円

58,961千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

61.0%

期間 1.10 人

R3目標

62.0%

R4目標

会年職
員等

32人

会年職
員等

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

１０．人や国
の不平等を

なくそう

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

人権教育を推進し、他者の
痛みを共有できる豊かな人
間性を醸成している。

どのように貢献したか

複製名画巡回事業により、
児童生徒が美術作品に触
れる機会が増え、認知度
が高まっている。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校図書館司書の配置に
より、児童生徒は本への興
味関心を高めることができ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、いじめの防止や解消
のための取組を行ってい
る。

４．質の高い
教育をみん

なに
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

4人

会年職
員等

11人

会年職
員等

11人

会年職
員等

3人

会年職
員等

3人

会年職
員等

4人

R2決算額

14,328千円

会年職
員等

R2予算現額 R2決算額

27千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

27千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3実績

7,500以下（件・回） 7,672（件・回）

R2予算現額

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

目標達成済4,000件 7,894件
①599回

②2,995回

③

3,990千円

R2予算現額

4,505千円

R2決算額

3,940千円

期間 1.18 人

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

教育相談事業

根拠法令

39,432千円

指標名R2予算現額 R2決算額

38,177千円

41,420千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

40,143千円

①面接相談

②電話相談・こども電話相談

③巡回相談
事業の目的及び具体的な内容

感染症対策を徹底し、相談方法を
工夫して実施した。１年間、教育相
談を止めずに実施できた。感染拡
大が影響し、家庭環境要因の事
例、希死念慮等危険な事例が増え
たため、関係機関との連携を徹底
した。相談対応件数は目標を達成
できなかったが、保護者や児童生
徒の相談満足度は、9割（「よかっ
た」「ややよかった」の合算）を越
え、面接相談改善状況も9割（「解
決」、「好転」を合算）を越えた。

R2実績

【目的】市民や学校から、児童生徒の教育上の諸問題
に関しての相談を受け、その解決のための支援を行
う。
【内容】教育相談に関する研修・研究、面接相談、電
話相談・こども電話相談、巡回相談、訪問相談(登校
支援、ふれあい相談室、スクールソーシャルワー
カー)、医療相談、ケースカンファレンス、相談室啓発、
教育支援センター「クウェスト」

教育センター主任相談員設置要綱など

①のべ3,672回

②のべ3,851件

③のべ149回

R3目標

目標設定の考え方・根拠

1.90 人 8,000以下（件・回）

相談対応件数
感染症拡大予防をとりつつ学校生活が通常に戻
りつつある。学校不適応や生活不安の相談が増
えると考え、コロナ禍以前の目標設定にした。

危険ケースや複雑ケースの増加により、
学校含め関係機関との連携の強化が必要
になったため、室長と指導主事で毎朝前日
の相談ケースの対応について検討した。
相談員がじっくりケースに向き合えるよう、
4年度に向け、相談員の働き方を改善し
た。

生活の変化に伴い、不安を感じたり学校への不
適応を起こしたことから、相談が増えたと考えら
れる。子どもだけでなく、保護者からの相談も多
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

危険ケースを含め、相談内容が複雑に
なっていることが課題である。室長、指導
主事、相談員の間の報告・連絡・相談の徹
底を図っている。

8,000以下（件・回）

R2目標

5,970（件・回）

S36～ 9,416千円

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

一
般

15,519千円

重要

感染症拡大下にあっても、「教師の学びと
止めない」ための方法を工夫し、研修会を
中止しなかった。

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

R4目標

B

「大変よかった」「よかった」の回答数／アンケー
ト回答数

目標設定の考え方・根拠

R3年度に改善した点

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 75千円

学習指導要領 75千円

根拠法令

豊かな心育成支援
事業

感染収束状況下においては、「受講者同
士の対話が必要（若しくは有効）な場合は
集合型にする」、「講師から受講者へ伝達
のみの場合はオンライン（若しくはオンデ
マンド）にする」等、効果を見極め、研修会
を企画した。

100.0%

①研修会参加者数

100.0%

A

開催方法を工夫して、当初予定し
た研修会を全て実施できた。参会
者の満足度が100％のため、目標
を達成できたといえる。実施研修会
のうち１回は、集合型で開催できな
かった。対面で話を聴きたいという
声が複数聞かれた。

R3年度に改善した点

内容についての参加者満足度

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

6,224千円

①116名

R3目標

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
100.0%

R4目標

R3実績

指標名

100.0%

目標達成済

H２４～

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

8,250千円

100.0%

期間 0.78 人

【目的】子どもたちの豊かな心の育成のために、各種
研修により市内教職員の資質向上を図る。
【内容】３つの研修会を実施する。
①人権教育研修会②道徳科充実のための研修会③
学級活動充実のための研修会

1.01 人

2,793千円 5,000件

期間 0.35 人 R4目標

R１～

スクールカウンセ
ラー学校派遣事業

根拠法令

R2実績

心理学系の大学院の修士課程を修了した者をスクー
ルカウンセラーとして市費にて4人任用し、各学校に出
向き、児童生徒と積極的に関わりながら支援を行うこ
とで、子どもの発するSOSをより的確に受け止め、問
題の未然防止、早期発見、早期対応の体制を一層充
実させるものである。

4,437件0.35 人 3,800件

事業の目的及び具体的な内容
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

2,859千円

①学校への派遣回数

②教室巡回の回数

③

R3予算現額 R3決算額（見込み）

15,022千円

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

令和元年度にスタートした事業で
ある。県スクールカウンセラー、相
談員と連携し、配置校での相談対
応を行った。目標を上回る相談対
応を行い、児童生徒が抱える様々
な課題に対応することができた。 事業達成に向けての現在の課題及び今後

の課題解決に向けた取り組み

月１回以上の研修を実施し、スクールカウ
ンセラーの資質向上を図り、相談の技能
や判断力等の向上を図った。外部講師を
招いての研修会も実施し、スクールカウン
セラーの役割ついて再度確認をした。

R2目標

市の心理士や配置校の県SCや相談員か
らの指導助言を受け、スクールカウンセ
ラーの資質向上を図り、相談の技能や判
断力等の向上を図る。

R3目標 R3実績

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,393千円

- 15,084千円

相談対応件数
（のべ対応人数）

以前より配置されている埼玉県スクールカウン
セラーの相談対応件数を基に、各学校が所沢市
スクールカウンセラーを有効に活用していること
を示す指標として設定した。

R3年度に改善した点

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

252
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

期間

H2～

就学相談事業

所沢市就学支援委員会条例、所沢市就学支援相談員設置
要綱

85.7%

R3目標値が未達成の理由・分析

指標名

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

A

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,518千円

R3年度に改善した点

就学支援委員会の判断どおりに就学した
児童生徒の人数

就学先の決定にあたっては、保護者の思い等を
理解しつつ、正確な情報を提供し、より適切な就
学相談をすることが重要であるため、就学支援
委員会の判断どおりに就学した児童生徒の割合
を指標とする。

令和３年度も新型コロナウイルス感染症拡大防
止のため、小中学校の就学相談を校内で実施
し、本人・保護者と学校で合意形成が成された
ケースを原則とした。未就学児については、例
年通りの形で実施をした。

R2目標 R2実績

全体的な数値目標は達成できてい
る。
令和2年度はコロナの感染拡大防
止のため、小中学校については校
内での就学相談を中心に実施し
た。令和3年度においても、引き続
きこのような形を継続する。
本人・保護者、学校、教育委員会
等が協力しあって一人一人に寄り
添いながら丁寧に学びの場の選択
を行う。

目標達成済75.0%

就学支援委員会及び就学支援相談員3名が、保護者
からの申込により、障害のある児童生徒の保護者とと
もに就学先を検討する。
具体的には、保護者と面談を行い、特別支援学校や
特別支援学級、通常の学級の情報を提供しつつ、児
童生徒が在籍する園や学校を訪問し、情報を収集し、
就学先を判断して教育委員会に答申する。

1.15 人 75.0%

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

9,177千円

①就学相談票提出数

②就学支援相談員相談件数

③
事業の目的及び具体的な内容

R3予算現額 R3決算額（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

9,393千円
①240件

②673件

③

R3目標 R3実績 就学先の決定にあたっては、保護者の思
いや考えを受容的に理解しつつ、正確な
情報を提供し、本人・保護者が自ら適切な
学びの場を選択できるようにする必要があ
る。就学支援委員同士の情報共有と研修
の充実を図り、より適切な相談体制を構築
する。

1.15 人 R4目標

83.0%

75.0%

５．ジェン
ダー平等を
実現しよう

どのように貢献したか

人権について、教員が理
解を深める研修になった。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

不登校児童生徒や家庭環
境に課題を抱えた家庭に
SSWを派遣し、適切な機関
につなげる支援をした。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒が安心して学校
生活を送ることができるよ
うに、様々な課題に対する
相談対応を行っている。

１．貧困をな
くそう

３．すべての
人に健康と

福祉を

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

児童生徒及びその保護者
が、自分に合った学びの場
を自己選択できるように支
援している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

R2目標値が未達成の理由・分析

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

9点

①47校・1園

②259,707円

③

9点

9点

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3決算額（見込み）

11,889千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

ヒアリング等に基づいた各校（園）の成果
の評価点（10点満点）の平均点。

37.5%

R2予算現額 R2決算額

11,898千円

会年職
員等

0人
2.15 人 R4目標

①特色ある学校づくり実施校

②1校・園あたりの平均配当予
算額
③

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

1,634千円

0人

①電話による相談

②事務所での面談

③R2正規職員
人件費

0.20 人

1,596千円

R2予算現額 R2決算額

1,320千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,320千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

緊急事態宣言等で、学校への訪問や校内研修
の実施が困難であった。

R2予算現額 R2決算額

315千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

225千円

会年職
員等

R2その他職員
従事割合253

学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

重要 自治事務

学校法律相談事業

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

法定受託事務 法定受託＋附加 1,320千円

所沢市立学校法律相談に関する要綱 1,320千円

事業の目的及び具体的な内容 R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

早期の対応を行っているものの、複数回の相談
を要し、解決までに期間を要する案件があった
ためと考えられる。

100.0%

R3実績
校・園長会並びに学校法務研修会におい
て、本事業についての周知を行うとともに、
学校において問題が発生した場合、校長
に対して早期に本事業の活用を含めた解
決策を指導・助言していく。

87.1%

100.0% 86.4%

電話で顧問弁護士と直接相談でき
る体制は、緊急時など迅速な対応
と判断が可能となる。また、学校関
係の事案に詳しい顧問弁護士に委
託することにより、教育的見地から
の解決方法の助言を得ることがで
きる。これらのことから、事業の効
果が高いと考えられるため、今後も
事業を継続していく。

R3年度に改善した点

解決率
多様化する学校の問題を早期解決し、学校の適
正な運営に資することを目的としているため、相
談の解決率を指標とする。

管理職（校長・園長・教頭）を対象に本事業
の意義と必要性、活用方法等に係る研修
会を実施し、具体例として実際の相談事例
を取り上げた。

期間 0.20 人 R4目標

H26～ 100.0%

①31件（11時間24分）

②0件

③

R3目標

教育問題に詳しい弁護士による法的側面からの助言
等により、学校における様々な問題を早期に解決し、
学校の適正な運営に資する事を目的とする。
具体的な事業内容は以下のとおり。
①校・園長会と教育委員会との事前相談。
②電話による弁護士への相談。
③弁護士の事務所での面談。

253
学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

学校支援訪問事業

根拠法令

地方教育行政の組織及び運営に関する法律、所沢市教育委
員会学校訪問実施要綱

期間

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

教員の指導力向上のため、指導主事によ
る丁寧な指導を行う。

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

A

指導訪問での指導が教職員の指
導力向上に確実につながっている
とともに、授業後の分科会が学び
創造アクティブＰＬＵＳ推進事業を
教職員に直接周知する機会とも
なっている。

事業の目的及び具体的な内容

R3年度に改善した点

教育行政施策の浸透や教育課程の管理、学校
の教育力の向上には、2年に1度の計画的な訪
問が必要なため。

学び創造アクティブＰＬＵＳ推進事業元年と
して、基本方針の浸透及び指導の質の向
上につながる指導・助言を行った。
新型コロナウイルス感染拡大の影響により
実施内容を縮減し、例年より時間を短縮し
て実施した。

指標名 目標設定の考え方・根拠

①訪問実施校数

②

③
R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

0千円

計画通り、学校指導訪問が実施された学
校の割合

R2目標

新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2学
期以降に予定していた訪問は令和４年度に延期
したため

17,561千円
①9校(本来は２３校1園を予定）

②

③

R3目標 R3実績

100.0%

S27～ 17,157千円

計画的な学校・園訪問を通して、教育行政施策の浸
透や教育課程の管理、学校教育の専門的事項の助
言・指導を行うことによって、教育内容の一層の充実
を図る。

2.15 人

100.0%

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 86.4%
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

11,904千円

11,435千円

1.40 人

H13～ 11,172千円

指標名

特色ある学校づく
り支援事業

目標設定の考え方・根拠

A

各学校では、特色ある学校づくりの
配当予算を有効に活用し、工夫し
特色のある学校経営を行ってお
り、学校教育が社会に開かれ家
庭・地域との連携も進んでいる。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

R3年度に改善した点

地域の人材や環境を活かした創意工夫のある
教育活動を実践した結果を検証するため、各校
（園）の成果の評価点の平均点を指標とする。

各学校の優れた取組について、より積極
的に家庭・地域に情報提供することによ
り、地域の教育力を高めるよう助言した。

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

本事業の予算配当などの事務について効
率化を図り、職員の業務負担軽減に努め
る。

根拠法令

特色ある学校づくり支援事業実施要綱 11,893千円

事業の目的及び具体的な内容

R3実績

小・中学校・市立幼稚園が、地域の環境や人材を生か
し、創造性あふれる教育課程を実施する。
・学校・園教育目標の具現化についての指導・助言を
行う。
・「総合的な学習の時間」の充実を図る。
・郷土の資源を活かした昔遊びや農業体験など、体験
活動の充実を図る。

R2目標 R2実績

9点

R3予算現額

期間

9点

1.40 人

R4目標

R4目標

R3目標

0.41 人

3,349千円

どのように貢献したか

子どもたちの主体的な学び
につながる教育環境の整
備を進めた。

どのように貢献したか

教員の指導力を高めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

法的側面から学校の諸問
題を解決することで、学校
の適正な運営につながっ
た。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

期間

H２４～ 9,895千円 20回

①11回

②0回

③3回

R3目標 R3実績

1.24 人

【目的】複雑ないじめ問題や自殺防止など、本市の児
童生徒の抱える課題解決のため、教育相談アドバイ
ザー制度を設置し、心理・福祉・医療の三分野の専門
的な見地から、学校へ指導・助言及び教育的対応を
支援する。
【内容】①学校に対する、児童生徒への指導内容、方
法に関する指導及び助言。②児童生徒を支える教職
員、保護者への教育的対応の支援。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

訪問活動を通して各校の実態を把握し、支
援が必要な学校に対して、本事業を活用
するよう助言している。

どのように貢献したか

20回以上 14回
専門家からのアドバイスを
受けることで、教職員の資
質向上を図った。

18回以上 20回

教育相談アドバイザー設置要領 400千円

事業の目的及び具体的な内容 R2実績
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

４．質の高い
教育をみん

なに400千円

学校へ訪問する際、当事業を紹介したり、
困難ケースを把握した際、学校に活用を促
したりした。

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

医療、心理、福祉の専門家から、
教育委員会や学校に対して、適切
な指導・助言を得ることができた。
学校を巡回していただき、児童生
徒の様子から、個に応じた対応、
学校の組織的な対応、緊急対応な
どについて、直接教職員にアドバイ
スしていただいた。

R3年度に改善した点

①心理

②福祉

③医療

活用回数
心理・福祉・医療で24回実施できるため、令和4
年度は20回以上の活用を目標とする。

R2目標

最優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

教育相談アドバイ
ザー支援事業

252
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

学校教育課長　中田　利明

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀
0人

会年職
員等

3人

会年職
員等

3人

0人

1,846千円

R2決算額

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2予算現額 R2決算額

50千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

30千円

0.19 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R2正規職員
人件費

0.30 人

昨年度と比べると部活動自体は活発に活動して
いるが、強豪校の存在や生徒の伸び具合など
から、目標までには及ばなかったと考えられる。

5部

R3実績

5部

会年職
員等

0人

R3予算現額 R3決算額（見込み）

2,507千円

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

41.8%

新型コロナウイルス感染症の影響により、市内
で一斉休校があったことにより開所が遅れたこと
やコロナ不安が登録率低下の原因である。

60.0% 44.3%

R2予算現額

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①安全安心対策推進員による
　  学校訪問、地域に出向いて
　  の支援活動回数

②推進支部会議の開催回数

③

暴力行為により指導を受けた児童生徒実
人数。（１２月末日現在）

R2目標

R2予算現額 R2決算額

12,607千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

12,781千円

指標名

R2実績

60.0%

安全・安心な学校
と地域づくり推進
事業

目標設定の考え方・根拠

A

これまでも学校内外に児童生徒理
解の充実についての啓発を行って
きたが、日常的な指導の工夫の重
要性（例えば、授業規律の確立や
明るく清潔な校内環境、特別支援
教育の視点を取り入れた指導、定
期的な学校内外の巡視等）につい
ても、さらに具体的な例を示すなど
しながら、啓発していく必要があ
る。

R3年度に改善した点

事業開始の背景に、学校内における暴力行為
が深刻化したことがあった。そのため、暴力行為
により指導を受けた児童生徒数を指標とする。

本会議が、いじめ防止対策推進法第１４条
の「いじめ問題対策連絡協議会」としても
位置づいていることを踏まえ、「いじめ撲
滅」を「第一の柱」とし、地域と一体となって
いじめ撲滅を目指した。

軽微なものも積極的に計上する意識が高まって
いる。本市の暴力行為の件数は、県と同様に中
学１年生が最も多い傾向にあり、中２から中３と
進級するにつれて減少していく。小学校では、１
年生、３～５年生が比較的多く、２・６年生は、例
年少ない傾向にある。また、ある学年の児童生
徒が、年度を経ても多いまま推移しているわけ
ではない。暴力行為を予防する日常的な指導の
成果であるととらえている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1.35 人
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学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

H17～

優先 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,979千円

根拠法令

所沢市安全・安心な学校と地域づくり推進本部条例、安全安
心対策推進員設置要綱

13,595千円

事業の目的及び具体的な内容

学校と地域が連携して危機管理体制を整え、学校内
外での事故や事件を未然に防止すると共に地域の交
通安全の推進・防犯体制の強化を図り、安全で安心
な学校と地域を構築して学校を支援する。

1.35 人 100人 137人

11,027千円
①535回

②5回

③

R3目標 R3実績 非行問題行動、交通事故を学校だけで防
ぐことは困難である。家庭の協力、地域と
の連携を深め、地域ぐるみで子どもたちを
守り、育てるという考え方を啓発していく。
今後も児童生徒の健全な育成を目指して
関係諸機関との連携・充実を図っていく。

100人 151人

100人

R4目標

目標設定の考え方・根拠

55,568千円

10,773千円
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学校
教育
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

放課後支援事業

根拠法令

指標名

― 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

55,537千円所沢市放課後支援事業「ほうかごところ」実施要綱

R2予算現額 R2決算額

43,428千円

設置小学校在籍児童の事業登録率。

児童が放課後安心して遊べる場所が少なくなっ
ており、安心して活動できる居場所を提供するこ
とを主目的としてるため、設置小学校における在
籍児童の事業登録率を指標とする。

放課後支援員の資質向上研修において、新型
コロナウイル感染症拡大の観点から、「多様化
する子供たちへの支援」、「アレルギー対応」等
の危機管理をあわせて、資料提供を行った。
スタッフリーダー会議・放課後支援員研修会に
青少年課所管の「中富ほうかご広場」も加わり
取り組むことができた。R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析事業の目的及び具体的な内容

45,231千円

R2正規職員
人件費

放課後の子どもたちの安全・安心な居場所を確保す
ること、異年齢の子どもたちとの交流を促進すること
等、地域住民による子どもたちの健全育成を図ること
を目的としている。
学校の放課後の施設を借り、地域で「ほうかごところ」
の運営委員会を組織して方針を定め、その方針に基
づいて放課後支援員やボランティアが実施する。

0.65 人 会年職
員等

105人

会年職
員等

0●人

R2その他職員
従事割合

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

5,309千円
①10校

②55,190人

③176日

R3目標 R3実績
より多くの子供が楽しくかかわり合う中で、
自主性や社会性を高めあえるよう、それぞ
れの地域の特色を生かした活動の充実を
図ると共に、事業についての啓発をすすめ
る。

B

目標達成に向けてある程度成果は
でているが、高学年を含めた全校
児童の登録率が指標となっている
ため、目標をやや下回っている。

R3年度に改善した点

①事業実施学校数

②年間利用延べ児童数

③10校の年間平均開設日数

期間 0.65 人 R4目標

H15～ 5,187千円 60.0%
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教育
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

期間

H11～

事業の目的及び具体的な内容

学校の部活動の充実・発展を図る。
・各中学校で外部指導員を選出し、校長の推薦により
教育委員会が委嘱する。
・外部指導員は、顧問と連携し生徒の指導をする。
・活動報告書により、3期に分けて外部指導員に謝金
を支払う。

指標名

根拠法令

地域人材活用事業

所沢市立中学校部活動外部指導員設置要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 2,700千円
①外部指導員数

②外部指導員配置校数

③指導回数
2,700千円

R3年度に改善した点

全国大会・関東大会出場部活動数。

外部指導員によって部活動の技術向上や活発
な活動につながったことを、目に見える成果とし
て確認するため、全国大会・関東大会出場部活
動数を指標とする。

適切に部活動を実施するため、新型コロナ
ウィルス感染症予防対策等、活動方針を
学校と協議し、連携を強化した。

R2目標 R2実績

目標設定の考え方・根拠

B

新型コロナウィルス感染症の影響
により、十分な活動は出来なかっ
たものの、外部指導員により、部活
動の技術向上や活動の充実につ
ながっている。

5部

R4目標

会年職
員等

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

2,450千円
①67人

②15校

③2,507回

R3目標

地域における指導者の人材発掘と適正な
活動を実施するために、各学校で部活動
顧問と外部指導員との連携強化を図って
いく。

0.30 人

2,394千円

4部

3部

指標名

①69組　②中止

R2実績

地域のスポーツ関係団体や学校と連携し、所沢市の
スポーツ資源や特色を活かした事業を展開する中で、
運動好きな子どもを育成する。

1,835千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

①80組　②32校
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実施計画ランク 事業の種別

一
般

H２６～

1,552千円

重要 234千円

根拠法令

スポーツ基本法

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

234千円

R3年度に改善した点

①親子手打ち野球＆ティーボー
ル教室参加親子組数

②小学校駅伝競走大会参加校
数

③

①安全に配慮し、思い切り楽しめる組数。
②全小学校が対象
③

①専門的な指導者の配置と、新体力テストの課題種目
である投力の向上を図ることから、参加した親子の組
数とする。②地域スポーツ団体と学校関係者・保護者・
指導者が一堂に会することにより、互いの理解と交
流、体力の向上を図ることを目的とし、参加校数とす
る。

会場校を固定しているため、参加する家庭
に偏りがあったり、参加者が減少傾向に
あったりしたので、航空公園多目的運動場
を活用し実施した。

新型コロナウイルス感染症の影響で事業
が中止となった。感染対策を検討していく
ことと、コロナ禍でのスポーツ振興事業に
ついても検討していく必要がある。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

①６９組（１５３名)

②コロナのため中止

③

R3実績

所沢市のスポーツ資源を活用し、体力向
上や運動好きな子どもを育成すること
は、有意義であると考える。特に「投力」
については、専門的な指導者から指導を
受ける中で数値の伸びが見られている。
また、体を動かして遊ぶ楽しさが、子ども
のみならず、参加する保護者にも味わっ
ていただけることから、今後も推進する必
要がある。ティーボールに関しては、小学
校の学習での普及が広まっているため、
この教室が一役を担うと考える。
年に一度、市内全小学校が集まる価値
ある大会として、今後も地域のスポーツ
団体や学校と連携し、運営の在り方につ
いて検討していきたい。

目標設定の考え方・根拠

A

期間 0.23 人

①80組　②32校

地域力活用運動好
きな子ども育成事
業

R3目標

R4目標

R2目標事業の目的及び具体的な内容

①80組　②32校 ①74組　②中止

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①について、申し込みに電子申請を活用してお
り、申し込み時点では目標に達するが、体調不
良や都合により欠席者が出ている。参加人数の
上限を検討する必要がある。
②コロナ禍で中止が決定したが、来年度は実施
方法も含め協議し、実施できるよう進めていきた
い。団体と連携を取り、両者にとってより有益な
運営になるよう改善していく。

どのように貢献したか

地域人材を活用し、運動を楽
しむ機会を設定している。投打
の技術を中心に、プロ選手を
招聘し、直接指導ができる場
を設けている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

１０．人や国
の不平等を

なくそう

どのように貢献したか

生徒は指導費の負担を気
にすることなく、平等に質
の高い専門的な指導を受
けることができた。

どのように貢献したか

異年齢の子どもたちとの交
流促進を通じて、子どもた
ちの主体的な学びにつな
がる教育環境の整備を進
めた。

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

学校が地域と連携して学校内
外における児童生徒の事件、
事故及びいじめの防止等を図
ることにより安全・安心な学校
と地域づくりを推進している。

４．質の高い
教育をみん

なに

１６．平和と
公正をすべ
ての人に
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

項目名

■ □ □

実績

評価者

スポーツ振興課長　廣谷　貴紀

R3目標値が未達成の理由・分析

R3目標値が未達成の理由・分析

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

1,031千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

0.20 人

1,634千円

会年職
員等

0人

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①部活動大会参加者数

②

③

R３年度は新人体育大会が中止であった。また、
学校総合体育大会においても参加者の人数制
限を設けた。

R2予算現額 R2決算額

727千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

968千円

1,269千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

未測定0.07 人

968千円

572千円

-

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R3その他職員
従事割合

指標名

R2予算現額 R2決算額

185千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

170千円

①水泳教室は未実施
②スモールステップの場が児童の実態にあっていた。そのた
め、すぐに逆上がりはできないけれど、挑戦する気持ちが途
切れることなく自分の目標を達成できた意見が多かった。逆
上がりができるようになるには時間がかかるという特性を考え
指標も検討していく必要があると考える。
③本事業の目標が、親子の絆を深めるということで、アンケー
ト結果は１００%の成果をあげられた。

R2予算現額 R2決算額

135千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2目標 R2実績

198千円

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

児童生徒体力向上
推進委員会交付金

2,695千円

指標名

R2正規職員
人件費

①水泳教室参加者数

②逆上がり教室参加者数

③親子なわとびチャレンジR2その他職員
従事割合

・技能のスモールステップを改良して取り
組ませた。（鉄棒）
・新型コロナウイルス感染症対策のため、
水泳教室は開けなかったが、動画配信等
でコロナ禍の運動する機会を設けることが
できた。R3目標値が未達成の理由・分析

スポーツ基本法、児童生徒体力向上推進委員会交付金交付
要綱

198千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

60.0% 61.8%

目標設定の考え方・根拠

B

水泳（クロール）や鉄棒（逆上がり）
の習得については、全国的にも課
題になっている。
今後も家庭・地域との連携を深め、
運動好きな児童生徒を育成する機
会ととらえ、推進していく必要があ
る。本事業で作成されている学習
カードや指導の流れは、小中学校
教員への具体的な取り組み例とし
て有効活用されている。今後も児
童生徒の実態に即し、よりよい指
導方法の研究が必要である。

・市内のすべての児童が教室に参加でき
るように、鉄棒教室の開催を市民体育館で
一斉に行う予定。

教室の目標を達成できた参加児童数の
割合
（出来るようになった子どもの数÷参加人
数×100）

R3年度に改善した点

体力向上を目的としていることから、小学生の中で課
題となる25m泳げた数や、逆上がりができた数を指標
とする。目標値としては、事業実施校が毎年変わる中
で、参加した児童数の半数以上である６割が達成でき
るようになることを目標とする。

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 198千円

期間 0.36 人

事業の目的及び具体的な内容

根拠法令

R3正規職員
人件費

指標名

①コロナのため中止

②５７組 ５８名（12名達成）

③５０組 106名

R3目標

60.0%

60.0%

R4目標

S47～ 2,873千円

所沢市児童生徒の体力向上を目的に組織され、体力
向上を図るため実態を調査分析するとともに、体力向
上を目的とした事業や研修会などを行う。
合わせて、健康と体力の関係について研究を進め、
心身ともにたくましい児童生徒の育成を図っていく。

0.33 人

R3実績

19.0%

0人

会年職
員等

0人

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

小学校体育連盟補
助金

所沢市小学校体育連盟が実施する実技
伝達講習会の各校の参加人数
講習会３回×小学校３２校×２名

根拠法令

事業の目的及び具体的な内容 R2目標
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

スポーツ基本法、小学校体育連盟補助金交付要綱 380千円

380千円
①講習会参加人数

②

③

1,634千円

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

小学校体育連盟が実施する実技伝達講習会に
参加をする教員の参加率を維持し、各校へ確実
に指導法を伝達するため。

新学習指導要領の趣旨を見据えた指導力
の向上と、各学校の体力の現状並びに強
みや課題を意識した授業力の改善を図る
授業研究会の実施。

令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策の
ため、実技伝達講習会を中止した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

新学習指導要領に準拠した年間指導計画
や新型コロナウイルス感染症対策、授業
改善等について、学校への情報提供や講
習会の実施・運営を行う。

目標設定の考え方・根拠

C

学習指導要領の趣旨に基づいた
実技伝達講習会の充実で、教師の
指導力の向上を図っている。
授業研究会や親善体育大会等の
充実で、児童の体力向上を図り、
運動好きな児童の育成を図るこの
事業の役割は大きい。今年度は、
新型コロナウイルス感染症の対策
の影響で多くの事業は中止になっ
た。指標については、より達成度適
正な指標を立てること。

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

所沢市内の小学校体育事業の充実を図り、児童のス
ポーツの振興と体力の向上するための事業を支援す
る。
・小学校教員の体育授業の指導力向上を図るための
授業研究会の実施。
・児童の体力向上を目的に、市内小学校を１５ブロック
に分けた「親善体育大会」の実施。

0.20 人 4168人 -

192名
R3正規職員
人件費

期間 0.21 人 R4目標

S24～ 1,676千円

①－

②

③

R3目標 R3実績

192名

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

中学生体力調査事
業

根拠法令

重要 自治事務 法定受託事務

目標設定の考え方・根拠

B

①7,934人

②

③

R3目標 R3実績

35項目 28項目

①所沢市立中学校全生徒の新
体力テストの分析

②

③

県の標準値を上回る当市の項目数
４８項目中、７割以上の項目が上回るように目標
を設置。 分析結果の有効活用を図り、成果と課題

を明らかにした保健体育授業の推進。

R2実績

生徒のスクリーンタイムの増加やコロナ禍によ
り、運動量の低下、運動内容の変化に偏りがあ
り、体力の低下したと考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

R2目標

法定受託＋附加 0千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

35項目

スポーツ基本法

事業の目的及び具体的な内容

新型コロナウイルス感染症の影響で、児
童生徒の運動機会の減少があり、全国的
に体力が低下傾向にある。本市でも、その
傾向が表れているのではないかと考えて
いる。

期間 0.11 人 R4目標

H24～ 878千円 35項目

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、体力調査事業については、
一定の成果があがっていると考え
ている。
今後、より一層各学校の生徒の実
態を把握し、指導等にいかせるよう
に各学校へ働きかけていきたい。

R3年度に改善した点

254

ス
ポー
ツ振
興課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要

期間

S24～

事業の目的及び具体的な内容中学校体育連盟補
助金

スポーツ基本法、中学校体育連盟補助金交付要綱

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

所沢市内の中学校保健体育を振興し、体力の向上や
スポーツ精神を養うために組織されている団体を支援
している。当該団体では、事業計画に従い、教員の指
導力の向上を図るための授業研究会や、生徒のス
ポーツ精神の涵養や体力向上を図るため、部活動の
大会を運営している。

1,676千円

0.21 人

R3年度に改善した点

部活動大会に参加した生徒の割合
（大会参加者数÷生徒総数×１００）

県中学校運動部活動の入部率が約72 %であり、
同等の数値としていたが、新型コロナウイルス対
策として、引き続き大会参加人数の削減がおこ
なわれていることかたこの数値にしている。

スポーツ庁、県に続き、本市でも部活動に
おける方針を策定し、それに基づき学校で
も実態に応じて方針を策定した。

R2目標

指標名 目標設定の考え方・根拠

B

中学校における運動部活動の意
義は、学習意欲の向上や責任感、
連帯感の涵養等、体力向上にも大
きな役割を果たしている。各学校で
は、外部指導者を導入したり、若手
教員の育成を図る等、部活動の活
性化や大会のスムーズな運営に努
めている。今後も運動に親しみ、運
動好きな生徒の育成を図るため、
関係機関と連携し、教員のスキル
向上と競技力の向上を目指した
い。

60.0%

60.0%

R4目標

①4,247人

②

③

R3目標 R3実績

71.0%

R2実績

968千円

根拠法令

生徒自ら自己の体力を理解し、自らの健康の保持増
進と体力向上を図ろうとする態度を育てることを目的
としている。また、教師が生徒の体力の実態を把握
し、指導等に活用するため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

運動部活動の指導者と若手教員の育成を
するため、授業研究会をより充実させる。
関係機関と連携し、大会運営等を行う。

49.5%

53.8%

どのように貢献したか

部活動指導員の配置やガ
イドラインの策定で部活動
の活性化や負担軽減につ
なげた。授業研究会にて指
導力を高めている。

どのように貢献したか

生徒用の個人カードにて、
現状を詳しく把握し、目標
値やアドバイスを活用する
ことができる。学校は集計
結果を指導に活用できる。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を

どのように貢献したか

体育大会を実施し、児童の
運動の機会を設けている。
教職員に対し、指導法等を
伝達し、授業の質を高める
よう支援している。

どのように貢献したか

親子で運動に親しむことがで
きる事業を実施している。市内
の教職員とともに、大学の准
教授や連盟と連携し、質を高
めている。

３．すべての
人に健康と

福祉を

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

保健給食課長　渡辺　純也

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

会年職
員等

0人

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

53.5%

目標達成済
R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

①RC造逆Ｔ字型擁壁を新設し、
上部法面を成形。

②渡り廊下復旧や屋内運動場
周囲及び校内通路の舗装工事

R4目標

1.75 人

R2その他職員
従事割合

9件

R4目標

R2決算額

R2目標

会年職
員等

54.5%

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

446,797千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

228,410千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

3.01 人

R2予算現額 R2決算額

513,353千円

R3予算現額 R3決算額（見込み）

582,203千円

1,107,617千円

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3目標値が未達成の理由・分析R2実績

R3実績

事業のスムーズな進捗

事業契約の締結 目標達成済

R3予算現額 R3決算額（見込み）

1,114千円法定受託事務 法定受託＋附加

一
般

事業の目的及び具体的な内容

事業者が決定し、解体、設計、建築工事と
進んでいくにあたって、運用開始時期に遅
れの出ない様に工程管理を行う

25,847千円

①民間資金等活用事業選定委
員会の開催

②ＰＦＩ法に基づく特定事業とし
て選定

③

6,534千円

6,384千円

R2目標

R4目標

R3目標

0.80 人

0.80 人

①民間資金等活用事業選定委
員会の設置・開催

②事業者選定

③事業契約の締結

25,829千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3年度に改善した点

新学校給食センターの運用開始を目指し、スケジュー
ルに沿った進捗状況

特になし。

R2予算現額 R2決算額

1,068千円

総合評価一般競争入札による入
札公告を行い、所沢市民間資金等
活用事業選定委員において審査を
行い、事業者を選定した。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

B

H29～

安心安全な学校給食を、安定的に提供するため、老
朽化した学校給食センターを再整備する。

学校給食センター再整備進捗状況

指標名

事業契約の締結

254
保健
給食
課

実施計画ランク 事業の種別

期間

学校給食センター
再整備事業

根拠法令

学校給食法

優先 自治事務

事業者選定に向けた準
備

事業者選定に向けた
準備

1.05 人

学校トイレ改修事
業

法定受託事務 法定受託＋附加

目標設定の考え方・根拠

1.30 人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

①設計実施件数

②改修工事実施件数
昨年に引き続き、計画通りに洋式
化、バリアフリー化、臭気対策等に
ついて、教育環境の整備を進める
ことができた。

52.7%

53.0%

目標達成済

R3目標値が未達成の理由・分析

①１４校

②６校

R3年度に改善した点指標名

大便器の洋式化を図っていることから、洋式大便器数
/全大便器数にて洋式化率を算定する。
R４年度目標をR３年度で達成済みのため、R５年度目
標を前倒ししてR４年度目標として設定する。

R3実績

令和４年度より屋内運動場のトイレ改修や
校舎２系統目の施工が行われることから、
今まで以上に営繕課、教育施設課、学校
で連絡調整を密に行うように努める。

50.0%

- 1,093,868千円

事業の目的及び具体的な内容

事業の目的及び具体的な内容

法定受託＋附加

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

期間

優先 自治事務

根拠法令

老朽化した学校のトイレは臭い、汚いなどのイメージ
により、トイレに行くことを我慢してしまう児童生徒もい
ることから、和式便器を洋式便器に変更するとともに、
バリアフリー化や臭気対策、給排水管の改修等を行う
ことで、良好な教育環境を確保する。

改修計画に伴い基準仕様書の見直しを行
い、設計施工監理を行う営繕課や学校と
の連絡調整を行った。

R2目標 R2実績

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

47.0% 48.2%

小中学校における大便器の洋式化率

A

R3目標

R4目標

10,618千円

会年職
員等

0人

指標名

A

H26～R13 8,379千円

実施計画ランク 事業の種別

一
般

①修繕実施件数

②改修工事実施件数

R3実績

R3年度に改善した点

改修工事実施件数

大規模な修繕は、所沢市公共施設長寿命化計画に基
づく短期予防保全計画で計画していることから、このほ
か教育環境の安全性の確保のため実施する改修工事
件数を指標とし、緊急性や財政状況等を考慮した目標
設定とする。

昨年同様、修繕をまとめて発注することで
経費削減を図った。

R2目標 R3目標値が未達成の理由・分析

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

年々学校施設の老朽化が進んでいるが、
財政状況も非常に厳しいことから、緊急性
等を総合的に勘案しながら児童生徒の安
全を第一とした修繕・改修に努める。

児童生徒の安全性の確保のため、
滞りなく改修工事を実施し、教育環
境の改善を図ることができている。
今後も学校施設の老朽化が進ん
でいくことから計画的に事業を進め
る。

学校施設修繕・改
修事業

根拠法令

R2予算現額 R2決算額

232,618千円

R3予算現額

目標設定の考え方・根拠

24,586千円

①810件

②5件

R3目標

6件

R2実績

R3決算額（見込み）

5件

6件

5件

255
教育
施設
課

期間 3.63 人

- 445,801千円

児童生徒の安全確保及び教育環境の充実のため行
うものであり、緊急性や安全性、予算等を考慮のうえ
修繕及び改修工事を行う。
１　各施設からの修繕要望により、現場を調査し修繕
を行う。
２　大規模な修繕は、短期予防保全計画で行う。

優先 自治事務 法定受託事務

S30～ 28,967千円

最優先 331,152千円

535,656千円

R2予算現額

法定受託＋附加

R3予算現額

100.0%

R3目標

R１～R４ 12,369千円

1.55 人

14,294千円

－

R3実績

100.0%

R2実績事業の目的及び具体的な内容

①屋内運動場の南側及び北側
の改修工事

②屋内運動場周囲の整備及び
校内通路補修工事

工事の進捗率

自治事務 法定受託事務 449,563千円

R3決算額（見込み）

553,360千円

R2正規職員
人件費

R3年度に改善した点指標名 目標設定の考え方・根拠

所沢市立山口中学
校既存擁壁改修事
業

本事業は、災害防止の観点から令和２・３年度の継続
事業で実施するものであるため、それぞれの年度での
工事の進捗管理が重要であることから工事の進捗率
を指標とする。

補助金を活用し、学校環境の改善、防災
機能の強化を図るための改修に努めた。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標達成済

A

成果指標の目標値を概ね達成して
おり、学校環境の改善を図ることが
できた。

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

根拠法令

-

期間

平成29年10月に発生した山口中学校西側擁壁の崩
壊を契機に実施した、崩壊を免れた既存擁壁の安全
性の調査結果に基づき、災害防止の観点から、計画
的に進め、防災機能の強化を図る。

１６．平和と
公正をすべ
ての人に

どのように貢献したか

防災機能の強化を図ること
及び児童生徒等を事故か
ら防ぐことで安全・安心な
学校環境の改善に貢献。

どのように貢献したか

施設の修繕や改修工事に
より、教育環境の向上に貢
献。

１１．住み続
けられるまち

づくりを

どのように貢献したか

設備の老朽化が進んでお
り、給排水管の改修、洋式
化、バリアフリー等の実施
により教育環境の向上に
貢献。

４．質の高い
教育をみん

なに

１２．つくる責
任　つかう責

任

４．質の高い
教育をみん

なに

６．安全な水
とトイレを世

界中に

どのように貢献したか

児童生徒に安心安全な学
校給食を届ける。

３．すべての
人に健康と

福祉を
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育施設課長　遠山　秀仁

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

□ □ ■

実績

評価者

教育総務課長　糟谷　苗美

項目名

■ □ □

実績

評価者

教育センター担当参事　中村　啓

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

0人

R3決算額（見込み）

149,153千円

126,493千円

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

会年職
員等

0人
638千円

R2予算現額 R2決算額

9,679千円

期間 R4目標

R3～ 7,421千円

-

現在、教師用ＰＣで、オンライン授業等にも
活用でき、デジタル教科書も扱えるように、
環境を整備している。

どのように貢献したか

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

100.0% 65.0%

デジタル教科書を活用し
て、授業の質を高めた。0.93 人

100.0%

緊急時における臨時休業で、対面での授業が例
年と比べ少なかった。
導入初年度であり、活用方法について教員の理
解が十分でなかった。
デジタル教科書を使いたいニーズはあったが、
デジタル教科書を扱える教師用ＰＣの台数が少
なかった。

R3実績

【目的】
GIGAスクール構想において整備したICT機器と一体的に使
用することにより、一斉授業の一層の充実を図ることを目的
とする。
【内容】
小学校３年生から中学校３年生までの算数・数学
小学校５年生から中学校３年生までの国語・社会・理科・外
国語・英語
の教師用デジタル教科書を整備している。

0.17 人 -

デジタル教科書は、授業を効果的
に展開する上で有用である。しか
し、デジタル教科書を扱える教師
用ＰＣの台数を制限しなければなら
なかったことが主な理由としてあ
り、利用回数が伸びなかった。

R3年度に改善した点

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

1,389千円

①18687回（823学級）

事業の具体的な内容及び目的
R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標 R2実績 R3目標値が未達成の理由・分析

法定受託＋附加

利用数/総学級数×35週
1週間に1回以上活用しているクラスの割合

学校と家庭をつなぐオンライン授業等がで
きる教師用ＰＣと、デジタル教科書を扱え
る教師用ＰＣの2種類がバランスよく、学校
に配置できるように配慮した。

デジタル教科書更
新事業（コンテンツ
配信サービス）

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

学習指導要領 16,351千円 15,049千円

R2予算現額 R2決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

- -

①デジタル教科書利用状況

利用回数

R3目標

256
教育
セン
ター

実施計画ランク 事業の種別

一
般

256
教育
総務
課

優先 自治事務 法定受託事務

実施計画ランク 事業の種別

一
般

重要 自治事務

R3目標値が未達成の理由・分析

根拠法令

目標設定の考え方・根拠

9,678,800

9,785千円

R2正規職員
人件費

事業の目的及び具体的な内容

小中学校において保護者が負担する教育活動に必要
となる経費の一部を学校に補助金として交付すること
で、保護者の負担を軽減するとともに、教育内容に応
じた学校独自の運用を図ることを目的とする。
学習材料費を対象経費としていたが、令和４年度から
校外活動費や部活動用具費等も対象としている。

0.08 人

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

会年職
員等

0人

R3年度に改善した点

補助額
保護者負担の軽減を目的の１つとしているた
め、補助額を指標とする。

より有効に保護者の経済的負担軽減がで
きるよう、補助対象となる経費の範囲を拡
大する要綱改正を行った。（施行は令和４
年度から）

R2目標 R2実績

指標名

A

保護者負担の軽減という点におい
て、一定の成果があげられている
と考えている。

①交付対象児童生徒数

②

③R2その他職員
従事割合

法定受託事務 法定受託＋附加

R3予算現額

期間

所沢市立小中学校保護者負担軽減補助金交付要綱 9,747千円

R3決算額（見込み）

9,619千円

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

653千円
①24,046人

②

③

R3目標 R3実績

9,678,800

本事業は所沢市独自の取組みである。
保護者の経済的負担軽減のために、必要
に応じて補助内容等を検討をしていく。0.08 人

9,618,400

R4目標

256
教育
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

就学援助事業

重要 自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加

指標名 目標設定の考え方・根拠R2予算現額 R2決算額

111,214千円

S４９～ 21,496,000

目標達成済9,618,400

保護者負担軽減補
助金交付事業

支給対象人数

R2目標

①支給金額

②一人当たりの支給額

③

①126,492,824円

②38,238円

③

R3実績

4,351 3,609

R4目標

R3目標

R3目標値が未達成の理由・分析

R3年度に改善した点

義務教育の円滑な実施に必要なため、支給対
象人数を指標とする。

R2年中の所得が多く受給が非認定とされ
た家庭に対し、R3年中の所得状況で審査
できる再審査制度を設けている。再審査で
認定となる基準を緩和し、収入が減少した
家庭が援助を受けやすくした。

保護者からの申請により支給を行うものだが、
予測より申請件数が少なかったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

A

義務教育の円滑な実施という点に
おいて、一定の成果があげられて
いると考えている。事業の目的及び具体的な内容

徒援助費補助金及び特別支援教育就学奨励費補助金交付
要綱・所沢市就学援助実施要綱

168,149千円

根拠法令 学校教育法１９条、要保護児童生

経済的な理由により、子どもを小中学校に就学させる
ことが困難な保護者に必要な援助を行う。
①申請書を小中学校または教育総務課にて配布・受
付する。
②実施要綱に基づく所得審査により支給対象者を決
定（認定）する。
③認定者には給食費を免除するとともに学用品費等
を支給する。

1.39 人

11,354千円

R3予算現額

会年職
員等

R3正規職員
人件費

R3その他職員
従事割合

4,619 3,308
物価上昇傾向が強い中、就学のための費
用を捻出できない家庭が増加する恐れが
ある。就学援助を利用できる家庭が援助
申請をもらすことの無いよう、制度の周知
に一層努める必要がある。

R2実績

S57～ 8,219千円 4,381

期間 1.03 人

４．質の高い
教育をみん

なに

どのように貢献したか

児童生徒がいる低所得世
帯に必要な経済援助をす
ることで、教育環境の向上
に貢献した。

どのように貢献したか

児童生徒の保護者の経費
負担を軽減することで、教
育環境の向上に貢献した。

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

１．貧困をな
くそう

４．質の高い
教育をみん

なに

47校

期間 0.65 人 R4目標

R３～R5 5,187千円 12校

学校や他工事との調整を図りながら、事業
を進めていく。

どのように貢献したか

児童生徒の学校環境の向
上や、ＣＯ２排出量の削減
及び光熱費等の維持管理
費の縮減を図ることができ
ることとなった。

R3実績

市内小中学校の屋内運動場及び武道場の老朽化し
た既存照明灯についてＬＥＤ化を実施し、ＣＯ２排出量
の削減及び光熱費等の維持管理費の縮減を図るもの
である。

－0.00 人

0千円
①二酸化炭素排出量や電気料
金の削減効果を試算した。
②設計施工一括方式が合理的
であることを検討した。
③事業費を算出した。

R3目標

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R2目標

R3その他職員
従事割合

47校

- 300,924千円 17,149千円 事業の目標達成に向けて、遅延な
く成果が得られている。

R3年度に改善した点 ４．質の高い
教育をみん

なに

事業の目的及び具体的な内容

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

法定受託事務 法定受託＋附加
小中学校47校を2ヶ年で実施するため、初年度12校、2
年度目35校と割り振りを行ったことから、学校数を指標
とする。 特になし。

根拠法令 R3予算現額 R3決算額（見込み）

R2実績

指標名 目標設定の考え方・根拠

A

0千円 0千円
①LED化の効果試算

②発注方式の検討

③事業費の算出

R3　設計等の対象校数
R4　工事の対象校数

－

R3目標値が未達成の理由・分析

R3正規職員
人件費

R2決算額

小中学校ＬＥＤ化
整備事業

255
教育
施設
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R2予算現額

優先 自治事務
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SDGsへの貢献
(最大3つ)

活動実績(R3)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

計画
コード 評価

理由
総合
評価

事業自体が
貢献する
項目

実施手法等
の工夫により
貢献できた
項目(任意)

現状の課題
事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称

経費

投入コスト
会
計

項目名

■ □ □

実績

評価者

経営企画課長　小池　純一

会年職
員等

0人

会年職
員等

0人

R2正規職員
人件費

R2その他職員
従事割合

R3目標値が未達成の理由・分析

R2予算現額 R2決算額

0千円

R3予算現額

257
経営
企画
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

R3正規職員
人件費

私立学校誘致推進
事務

根拠法令

重要 自治事務 0千円

R3実績

0千円

①学校法人及び開発行為等代
行事業者と農振除外手続等学
校設置に向けての手続を進め
るための調整を行った。

①学校法人、県及び市の関係
部署と調整し、誘致に向けた課
題解決を図る

1,470千円

0.15 人

R3その他職員
従事割合

R3決算額（見込み）

0千円

誘致については、開発行為など解
決すべき様々な課題が想定される
ことに加え、学校法人の運営に関
わることであることから、当初のス
ケジュール通りに遂行するために
は諸調整が必要である。

R3年度に改善した点

誘致に向けては、解決すべき様々な課題が想定される
ことから、昨年度と同様、関係各所との情報共有と十
分な調整を行い、令和6年の開校に向け、事業の円滑
な推進に努める。

COOL JAPAN FOREST構想の観点から、
ソフト面についても情報共有を図った。

事業達成に向けての現在の課題及び今後
の課題解決に向けた取り組み

目標設定の考え方・根拠

推進

推進

指標名

推進

R2目標

誘致に向けた調整等の推進

R2実績

推進 推進 目標達成済

R3目標

R4目標

令和6年4月開校を目指し調整を行うととも
に、開校後は通学路の安全面や産官学連
携等、状況に応じた調整を行っていく。

A

４．質の高い
教育をみん

なに

-

事業の目的及び具体的な内容

教育環境の充実を図るため、特色ある私立学校を誘
致する。

0.18 人

H25年度～

期間

法定受託事務 法定受託＋附加

どのように貢献したか

市内の教育の場を誘致す
るべく、必要な調整を行っ
た。

1,197千円
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